
港南区（1月28日）分

質問内容 回答

ギャンブル依存が増加、また、生活保
護費の増加等の必要財源はどのくらい
見込んでいるのか？

ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持など、ＩＲの懸念事項等に関する自
治体の施策に係る経費については、区域整備計画の策定までに明らかにしていきます。

カジノ内にＡＴＭがないとの記載が
あったが、国外の利用者の事を考える
とあった方が良いのではないでしょう
か。

ギャンブル等依存症対策からカジノ施設内にＡＴＭの設置は、禁じられています。但し、
ホテルやショッピングモールなどの他のカジノ施設以外のＩＲ施設へのＡＴＭの設置は認
められています。
なお、新規与信機能を有する貸金業の端末（キャッシング）等については、ＩＲ区域内に
設置することは認められていません。

ＩＲは利用者にＩＲ区域外での消費を
させないように設計されており、観光
客を回遊させるというのは絵に描いた
餅となるのではないか。

ＩＲ区域内の、大規模なＭＩＣＥ施設や魅力施設等により、来街者の増加やビジネスの機
会が創出され、新たな需要と消費を生み出し、経済効果を広範囲に及ぼすものと考えてい
ます。
また、ＩＲの推進と合わせて、周辺地域の魅力向上に努めるとともに、ＩＲと周辺地域が
連携することで、相乗効果を生み出していきます。
先進事例である、シンガポールでは、２つのＩＲのオープンに伴って、外国人観光消費額
は10年足らずで倍増するなど、周辺地域へのシャワー効果が確認されております。

大阪で民生費が多いのは生活保護が多
いからだと思うが、どうでしょうか。

説明会では、横浜市が、税収が少ないが、市民の生活に身近な、福祉・子育て、医療、教
育の分野において、他都市と遜色なく市民一人あたりの金額をおかけしていることをお示
ししています。
ご意見は参考とさせていただきます。

市長はどれだけの覚悟をもってカジノ
を推進しているのか？任期が過ぎれば
さようならですか？

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。今後とも、
ＩＲへのご理解を頂けるよう、市民の皆様に丁寧にご説明を続けていきます。

民主主義の原則は市民の声をよく聞く
こと。市民を対象とした世論調査では
７０％以上の市民が”反対”を表明し
ています。市民の声をないがしろにし
ないでください。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆様にご理解いただく事が必要と考えています。

２部の質問　→　公正に抽出ってどう
いうやり方？

説明会の会場で読み上げる質問書を公正に抽出するため、参加者が提出していただいた質
問書を、一つのカゴに集め、その中から、会場の参加者の目の前でランダムに司会者が抽
出する手法をとっています。

この手の説明会は、何回やっても意味
がない。これでは市民は納得しない。

来年度以降についても、実施方針や区域整備方針の作成など、手続きの節目ごとに、市民
の皆様へのご説明等を行っていきます。
また、市民説明会にご参加できない市民の皆様に対しても、ＩＲの実現に向けた横浜市の
考え方や懸念事項への取組等について、ご理解いただけるよう「広報よこはま」の活用
や、リーフレットの作成、わかりやすい動画の配信などを行っていきます。

また、将来的にはみずほふ頭の返還も
必要となると思うので検討されている
かおききしたい。

現時点では、ＩＲの誘致先を山下ふ頭のみとし、国への認定申請に向けて手続きを進めて
います。

ＩＲの成功確率はどの位と考えている
のですか？

事業者からのこれまでの情報提供において、横浜でのＩＲ実現に向けた複数からの意向が
示されています。
また、ＩＲ整備法では、国におけるＩＲの区域整備計画の認定期間は、当初10年、その後
５年毎となります。更新の際には、計画通り運営され、効果が出ているかなどが評価さ
れ、議会の議決を経る必要があります。このようなＰＤＣＡの仕組みを用いながら、事業
が順調に進むよう事業者と協議していきます。

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答



港南区（1月28日）分
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IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

カジノの収益から市財政を賄うなど、
麻薬による中毒症状をもたらすもの
で、カジノの繁栄なくして市の発展が
見込めなくなるものです。むしろカジ
ノ収益のための投資コストの増があ
る。
市財政の対策を安易なカジノによる収
益ではなく検討するのが市長の役割で
ある。

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。

「健全なカジノ事業」と市長は説明す
るが、バクチのどこが健全だと、市長
は考えているのでしょうか？

ＩＲにおけるカジノ制度と刑法の賭博に関する法制との整合性については、国におけるＩ
Ｒ整備法の検討の際に、「目的の公益性」などの８つの観点をもとに検討されています。
その検討の結果を踏まえ、国が観光先進国を目指す中、20180年７月に成立したＩＲ整備
法により、我が国においては、免許を取得した事業者がＩＲ区域内でカジノを設置・運営
することが合法化されています。

ＩＲの中でカジノは３％以内とは、国
も説明しているが、97％のどうでもい
い施設が隣にあるというだけのことで
あって、カジノ＝ＩＲ、ＩＲ＝カジ
ノ、である実態を、市長はどう考えて
いるのであろうか？

日本型ＩＲが参考としているシンガポールのＩＲの事例では、カジノの売上はＩＲ全体の
70％程度と言われています。
ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場、我が国の観光の魅力の増進に
資する施設など、観光に寄与する諸施設を整備・運営する仕組みになっており、これらの
施設を一体として、統合型リゾートを形成し、観光及び地域経済の振興に寄与するものと
考えています。

国のカジノ管理委員会等で徹底的管理
監督というが、信用出来ると、本当に
市長は考えているのか？

事業者を管理監督を行うカジノ管理委員会は、国において令和２年１月に内閣府の外局と
して100名体制で設置されています。カジノ管理委員会は、委員長及び委員４人をもって
組織し、任期は５年となっています。委員の選定は、衆参両院の同意を経て首相が任命し
ます。両院に選任する上での基準は、「人格が高潔であり、公正な判断をすることができ
る者、かつ、ギャンブル、カジノに関しての識見が高い者」とされます。委員は国家公務
員であり国家公務員倫理規定が適用されます。

1200億円との数字は信用出来ると、市
長は考えているのか？

ＩＲによる横浜市の増収効果は、年間820億円から1,200億円となっています。
この数値は、ご協力していただいた事業者の皆様から精査のうえ提供いただいた施設規模
や収支見込みなどを基に、それぞれの税収見込み等を市で算出したものです。

ＩＲが実現したとして、税収が増えた
として市民税が０円になるとする計画
はあるのでしょうか。又、減税の議論
されているのでしょうか？

ＩＲによる横浜市の増収効果は、年間820億円から1,200億円となっています。
この数値は、ご協力していただいた事業者の皆様から精査のうえ提供いただいた施設規模
や収支見込みなどを基に、それぞれの税収見込み等を市で算出したものです。
ＩＲ整備法では、その納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されていますので、市民生活に身近な、医療や福祉、子育て、教育に重きを置いて活
用することも可能ですが、市民の税負担を直接軽減することは、現時点で考えておりませ
ん。具体的な使途については、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。

ＩＲ完成までの市としての予算規模は
どのくらいと考えているのか。また、
完成後、市としての１年あたりの支出
はあるのか？

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
ただし、ＩＲ整備法においては、ＩＲを設置する自治体は、ＩＲ区域の整備推進に関する
施策やカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策
を、国との適切な役割分担の下、実施する責務を有するとされています。
ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持、周辺地域との回遊性を高めるため
の都市基盤整備など、ＩＲの懸念事項等に関する自治体の施策に係る経費については、区
域整備計画の策定までに明らかにしていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市長は今迄にどこのカジノへ何回行か
れたか、ご主人、お子様はどうか？

カジノを習慣的に利用したことはありません。

誰でも行けるＩＲと言われるが、高い
入場料では本当に可能か？

ＩＲには、ホテル、エンターテイメントなどの有料施設の他、ショッピングモール、レス
トラン、無料でアトラクションを楽しめるオープンスペースなどが設置され、区域内の施
設等の多くは、どなたでも出入りが可能なエリアとなります。
カジノ施設については、ＩＲ整備法によって20歳未満の者や暴力団等は入場禁止です。こ
れ以外の日本人等は１日につき､6,000円の入場料を支払いが義務づけられています。

横浜市が他の国内地域都市と較べて優
位性は何か？

横浜は、現時点で首都圏唯一の候補地であり、後背人口が日本最大であること、また、羽
田空港に近い等、恵まれた交通アクセス、美しいウォーターフロントに47haの広大な敷地
を有していること、先進的な街づくりを市民とともに進めてきた実績があること、などか
ら、日本を代表する魅力的なＩＲを整備することができると考えています。

ＩＲの失敗例は？

日本型ＩＲは、海外の都市の成功や失敗など先進事例を参考としながら制度設計されてお
り、カジノの規制は世界最高水準と言われています。
海外の課題がある事例を踏まえ、ＩＲ整備法では、カンウオンランド（韓国）のようにカ
ジノだけが先行して開業することができない規定となっており、また、アトランティック
シティ（米国）のように過当競争に陥らないよう、国内のＩＲの数は、３か所が上限と
なっています。

ＩＲが成功した、失敗したと判断する
のはいつ？どのような方法で行うの
か？

ＩＲ整備法では、国におけるＩＲの区域整備計画の認定期間は、当初10年、その後５年毎
となります。更新の際には、計画通り運営され、効果が出ているかなどが評価され、議会
の議決を経る必要があります。

横浜市は全国で１番住みたい市に選ば
れています。観光においてもすばらし
い施設、環境が整備され、地方に旅行
すると、その土地の方々からうらやま
しがられます。横浜市民は、この土地
に誇りを持っています。ＩＲと名を変
えたカジノではなく、今以上誰からも
愛される文化施設を整備し、多くの国
内外の人々を集める努力が必要と考え
ます。カジノのない文化施設ではいけ
ないのでしょうか。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場、魅力増進施設などの観光に寄
与する諸施設を整備・運営する仕組みになっています。
横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

どれ位の税収を見込んでいるのか？

現段階では、ご協力していただいた事業者の皆様から精査のうえ提供いただいた施設規模
や収支見込みなどを基に、カジノの売上のほか、カジノへの入場料、床面積の３％以内の
カジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメント施設など大規模な建物にかかる
固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市民税などを合わせて、820億円か
ら1,200億円が横浜市の増収額となると算出しております。

横浜市の収入不足をおぎないたいとの
目的のためには、ＩＲカジノへの入場
者を外国人専用とする案について一切
検討されていないようであるがなぜな
のか。韓国等では実施されています。
ぜひご検討ください。

ＩＲ整備法では、カジノ施設については、20歳未満の者や暴力団等以外の日本人等は１日
につき､6,000円の入場料を支払いが義務づけられています。
法律により日本人等の入場が定められた制度（規制）について、地方自治体等が緩和又は
上乗せ規定を設けることは、法制上できないため、カジノ入場を外国人専用とする事はで
きません。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市長がカジノ誘致の最大の理由として
いるのが、カジノ事業者が示した架空
の数字、800億～1200億の増収となる事
と言っています。又雇用も増えるとも
言っています。しかし1200億円の収入
があったとしても、人の不幸で増えた
お金です。18年度の横浜市の税収は
8237億円、この15％がカジノを含むＩ
Ｒから市の収入となれば、横浜市その
ものがカジノ依存症となってしまいま
す。横浜市がカジノ事業者への募集要
綱は実施期間を40年としています。途
中で止めれば莫大な違約金を支払うこ
とになるのではありませんか、お答え
ください。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場、魅力増進施設などの観光に寄
与する諸施設を整備・運営する仕組みになっています。
今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上のほか、床
面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメント施設など大規
模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市民税なども含ま
れています。
これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハウや戦略の面から具体的な数
字をお示しできませんが、今後、実施方針や区域整備計画を策定する中で、施設の構成や
規模が具体化してきますので、より精度の高い数値をお示ししていきます。
市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。

ＩＲ基本法が先送りとなりました。中
国カジノ企業から自民党議員と維新の
会の議員が賄賂を受け取ったことが明
らかになったからです。実施以前から
カジノ利権に群がる政権与党議員がで
たということは、心配されている地域
の治安悪化、安全・安心がおびやかさ
れることは明らかです。必死に地域の
安全・安心に努力している地域への裏
切り行為です。市民の65％以上が反対
していることは各種世論調査で明らか
です。日本有数の観光地、港、横浜の
イメージダウンとなることは明らかで
す。カジノ誘致の表明を撤回してくだ
さい、お答えください。

ＩＲ整備法では、背面調査の実施による厳格な免許制や、マイナンバーカードの本人確認
により、暴力団員の事業への参入やカジノへの入場を禁止するなど、治安対策がしっかり
と規定されています。
横浜市においても、ＩＲエリア内での24時間体制の警備､明るい施設計画やデザイン等に
よる安全性の確保、周辺地域への防犯カメラの設置、県警と連携した取組など、治安対策
にしっかりと取り組んでいきます。
具体的な施策については、区域整備計画の策定までにお示ししていきます。
なお、国が参考にしているシンガポールの事例では、2010年に２つのＩＲが設置されまし
たが、カジノの設置の前後において、外国人旅行客は約１.８倍に増加していますが（一
般的には、観光客が増えると犯罪率が増えると言われて言いますが）、人口10万人当たり
の犯罪認知率に大きな変化は見られません。

カジノを含むＩＲ誘致に伴うインフラ
整備に莫大な市税が使われようとして
います。海底トンネル300億円、みなと
みらい線延伸317億円、首都高速との直
結600億円などです。本当ですか、お答
えください。

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
ただし、ＩＲ整備法においては、ＩＲを設置する自治体は、ＩＲ区域の整備推進に関する
施策やカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策
を、国との適切な役割分担の下、実施する責務を有するとされています。
ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持、周辺地域との回遊性を高めるため
の都市基盤整備など、ＩＲの懸念事項等に関する自治体の施策に係る経費については、区
域整備計画の策定までに明らかにしていきます。

限られた人のための施設でなく多くの
人が楽しめる快適な空間を整備し誰も
が行きやすくすることが必要と思いま
すが、山下埠頭地区にアクセスするた
めの鉄道は整備するのでしょうか。ま
た十分な面積を確保できるのでしょう
か。

事業者へのコンセプト募集（サウンディング調査）等を行う中で、ＬＲＴなどの中量輸送
手段も含め様々な交通対策について検討します。
また、自動車交通に伴う交通対策については道路の新設・拡幅、交通規制などの対策を検
討していきます。
歩行者交通に伴うアクセス手段については元町中華街駅から山下ふ頭までの、歩道の拡
幅、地下道やペデストリアンデッキの新設などの対策を検討していきます。
具体的な計画は、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

林市長の政治判断でＩＲ計画の中断及
び再検討はできないのでしょうか？計
画の中断、再検討できないとしたら理
由は何でしょうか。

ＩＲについて2014年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判断に必要な検
討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年７月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
二元代表制のもと、議決が必要な案件については、市民の皆さまに選ばれた市会の皆様に
お諮りしながら事業を進めていきます。

ＩＲ事業の整備について、具体的なス
ケジュールをわかる範囲で公開いただ
きたい。具体的に言うと①②のスケ
ジュールを教えていただきたい。①施
設整備はいつから開始？②実際のＩＲ
はいつから運用？

令和２年度に事業提案に基づく事業者の選定を行い、選定された事業者と市が共同で区域
整備計画を策定し、議会の議決のうえ、令和３年度に国に認定申請を行う予定です。
申請後の国の認定以降のスケジュールについては、現在はまだ示されていませんが、大規
模な施設の建設を経て、2020年代後半のＩＲの開業に向けて取組を進めていきます。

市長あなたはＩＲによる依存症の増
加、周辺地域の治安悪化、反社会的勢
力による事件が起きて、被害が生じた
時に、どう責任を取るのか、ご自身の
声で説明して下さい。

日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、徹底した規制が適用されます。また事業者にも、問題のあ
る利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など、責任ある運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、ギャンブル依存症の方が減少しています。
ＩＲ整備法では、背面調査の実施による厳格な免許制や、マイナンバーカードの本人確認
により、暴力団員の事業への参入やカジノへの入場を禁止するなど、治安対策がしっかり
と規定されています。
横浜市においても、ＩＲエリア内での24時間体制の警備､明るい施設計画やデザイン等に
よる安全性の確保、周辺地域への防犯カメラの設置、県警と連携した取組など、治安対策
をしっかりと取り組んでいきます。
シンガポールの事例では、2010年に２つのＩＲが設置されましたが、カジノの設置の前後
において、外国人旅行客は約１.８倍に増加していますが（一般的には、観光客が増える
と犯罪率が増えると言われて言いますが）、人口10万人当たりの犯罪認知率に大きな変化
は見られません。横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協
力して依存症の方を増やさないように取組を徹底していきます。
なお、ＩＲの整備は、法定の手順に従い、最終的には市議会の議決を経て国に申請をして
いきます。横浜市及び事業者が共同して申請しますので、この両者が責任を持って事業を
進めることとなります。

ＩＲ誘致決定後、雇用者の住宅（賃
貸、社宅）は、市内で確保されている
のか。またどのくらいの戸数が必要
か？

ＩＲで働く従業員は、市内にお住まいいただきたいと考えていますが、社宅等、住宅の確
保策等は、現段階では決まっておりません。

林市長は選挙の時にＩＲカジノについ
ては「白紙」と言いながら何故「導
入」にいたったか、サディションが
あったとしか思えない。その経緯の説
明と、次の市長が「ＩＲカジノ反対」
の立場から契約解除になったとき、カ
ジノ業者に支払う違約金はいくらか回
答を求める。
本当に市民のためと考えているか？

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて2014年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判断
に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年７月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
なお、ＩＲ整備法では、事業継続が困難になった場合における措置を、設置自治体と事業
者が結ぶ実施協定で定めることとされています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市長はカジノを「白紙」と言って当選
しましたが、選挙時と何が変わってカ
ジノを推進することにしたのか私たち
市民には全く理解できません。この変
質を説明できないまま市民の生活を大
きく左右する重大な舵きりをすること
は、市長に票をいれた有権者への裏切
りであり、市民へのだまし討ちである
と私は考えますが、とりわけ、カジノ
がある横浜がどれだけ市民生活に役立
つのか？市民にとって魅力のあるもの
か納得できる説明は聞けませんでし
た。カジノは平凡な家庭を崩壊させ、
横浜市民を決して幸せにできないと強
く思いますが、市長はカジノで市民の
家庭が幸せになるとお考えでしたら詳
しい説明をしてください。

これまで、私はＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」
としていました。
このため、ＩＲについて2014年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判断
に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲもこれらの施策の一つですが、「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改
善」など、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な
対応策になり得ると考えています。

ＩＲ計画にのみ関係することではない
が、30年以内に発生する確率が70％と
される直下型地震については本プロ
ジェクトを進める上で、どのような対
策を考えておられるのか？

横浜のＩＲでは、地震や津波などの災害に対して高い防災機能を持ち、自立したエネル
ギー供給を確保するなど、来街者の安全確保に加え周辺地域の市民の皆様にとっても安
全・安心な防災拠点となる、災害に強くしなやかな自律的なまちづくりを目指します。

カジノの収益の大部分は海外事業者に
持ち出されるか？事業が順調に推移し
ない場合、どのようなリスクヘッジを
考えているのか？

ＩＲ整備法では、カジノの収益の３０％を国と設置自治体に納付すること、カジノの収益
を、先行投資したＩＲ施設の建設費の償還や、ＭＩＣＥ施設等のＩＲ施設の運営に充てる
こと、ＩＲ事業者は、長期的にＩＲの魅力を維持し続けていくため、カジノによる収益を
再投資し、ＩＲの事業内容の向上やＩＲ整備計画に関する施策への協力に充てるよう努め
なければならないとことを義務づけており、カジノの収益が国内に還元される仕組みと
なっています。
ＩＲ整備法では、国におけるＩＲの区域整備計画の認定期間は、当初10年、その後５年毎
となります。更新の際には、計画通り運営され、効果が出ているかが評価され、議会の議
決を経ることとなります。

政治の基本  ―  その一つは”信頼”
にあると思います。特に為政者として
上に立つ者は、それは強く求められる
と考えます。しかるに林市長はその”
信頼”を大きく損ないました。選挙と
いう大事に「白紙である」と公言し、
当選後にＩＲ推進にカジを切るなど、
こんな行動が許されるはずはありませ
ん。横浜市民の信頼付託に背いてまで
ＩＲを推進する  ―  それで横浜市長
として今後やっていけるとお考えです
か？もう一度選挙で信を問うのがスジ
と考えますが、市長の考えをぜひ聞か
せてください。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて2014年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判断
に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
二元代表制のもと、議決が必要な案件については、市民の皆さまに選ばれた市会の皆様に
お諮りしながら市政を進めていきます。

どの位の規模のＭＩＣＥ施設を市とし
ては想定しているのか。既存のパシ
フィコ横浜とはどのような関係になる
と想定しているのか。

展示場につきましては、政令上で定められている３つのパターンのうち、６万㎡以上又
は、12万㎡以上を想定しています。既存のパシフィコ横浜とＩＲが連携し、相乗効果が生
まれ、横浜全体のＭＩＣＥ強化につなげていきたいと考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

見通しでは外国資本によるＩＲ経営に
なる可能性が高いが、その場合、市内
中小企業等への関係を持つことが難し
いと考えるが、市はどのように考えて
いるのか。

ＩＲ区域の整備や運営時に、資材や物品・食品等の調達が必要になります。具体的には建
設業や卸売・小売業、サービス業、運輸業、農業などにおいて、市内企業への発注が促進
されます。シンガポールのＩＲの事例では地元企業からの調達率が９割となっている事例
もあります。ＩＲ事業者へは、横浜市中小企業振興基本条例を踏まえ、市内企業への発注
促進するよう働きかけていきます。

国が認定する３つの地域に横浜が選ば
れない場合、市の財政難はどう解消で
きるのか？

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。あわせて、毎年度、事務事業の見直し等に努めており、過去３
年間で300億円を超える効果を出しています。
今後も、ＩＲの実現に向けた取組と併せて、このような取組を継続的に進めていきます。

320万人のギャンブル依存症がある中、
ＩＲ整備を行うのに莫大な税金が必要
であり、市民が必要としないものを勝
手に出来ない。ギャンブルの収入を予
算化しなくてはならないのは林市長の
責任であり、市民（国民）をギャンブ
ル漬けにする。治安の悪化を認める事
は、市長職辞任に値する。市長の回答
を求めます。カジノ反対！！横浜は特
に税金が高い。なのに市長の給料は日
本一。市長の賃金カット必要である。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にするため、国内外から多く
の人々を呼び込む大規模コンベンション機能が必要と考えており、ＭＩＣＥ施設等の整
備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民設民営手法であるＩＲが、最も有効な
手法と考えます。
市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。あわせて、毎年度、事務事業の見直し等に努めており、過去３
年間で300億円を超える効果を出しています。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。

自治体増収効果として820憶～1,200憶
円が見込まれています。その中でカジ
ノ事業での収益からの効果額はいくら
ぐらいが見込まれているのでしょう
か。

今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上だけではあ
りません。
この中には、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメン
ト施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市
民税なども含まれています。
これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハウや戦略の面からカジノとそ
の他の収益を分けて公表することができませんが、シンガポールでは70パーセント程度が
カジノの売上となっています。
これらについても、今後、区域整備計画などの策定に向け、施設の構成や規模を具体化し
ていく中で明らかにしていきます。

ＩＲの場所はみなとみらいのどこなの
か。

みなとみらいではなく、山下ふ頭でＩＲを実現させたいと考えています。

全国で７ヶ所の立候補があるが、横浜
市は３ヶ所の中に入れるのか。

横浜は、現時点で首都圏唯一の候補地であり、後背人口が日本最大であること、また、羽
田空港に近い等、恵まれた交通アクセス、美しいウォーターフロントに47haの広大な敷地
を有していること、先進的な街づくりを市民とともに進めてきた実績があること、などか
ら、日本を代表する魅力的なＩＲを整備することができると考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲは160年前に開港され文化が入った
日本の窓口、是非、ＩＲの取組をお願
いする。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

Ｐ21の”健全なカジノ事業”とありま
すが、Ｐ32以降の”対策”を見ます
と、それだけ不安、心配があるのに、
ＩＲを目指すことの意味がわからな
い。カジノ抜きの横浜の未来を語って
いただきたい。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

東京都、全国と比べて日帰り者数が多
いのは何故か？大阪と比べて消費額が
低いのは何故か？等の分析はできてい
るのですか？この説明がないと、こう
した課題を解消する方法がＩＲなのか
わかりません。ＩＲ以外の方法がない
のですか？（市長肝入りのオペラハウ
ス等…無理ですねこれは）

大阪は関西国際空港に近く、観光資源が多い関西観光の拠点となっており、外国人観光客
が日本を周遊するゴールデンルートになっていることから、観光客が多いものと考えてい
ます。
横浜の課題としては、外国人延べ宿泊者数が他の観光都市に比べ少なく、宿泊者の比率が
少ないことです。
これらは、海外の認知度が低く、横浜の観光資源を活かしきれていないことが理由として
あげられます。また、ナイトタイムエコノミーやキラーコンテンツがまだ少ないことも宿
泊先として選ばれない理由の一つと考えています。
これらを克服する手法の一つとして、ＩＲに取り組むものです。

カジノの収益が他のＩＲ施設の投資に
使われるとのことだが、どこに、どの
程度、どんな形で投資されるのかは事
業者まかせなのでは？結果的に横浜市
の望むような形にならないのではない
でしょうか？

横浜市は、市と事業者が共同でまとめた区域整備計画や、市と事業者で締結した実施協定
の確実な履行のため、事業者の業務若しくは経理の状況について報告を求め、調査し、必
要な指示ができると、ＩＲ整備法で規定されています。
また、ＩＲ整備法では、国におけるＩＲの区域整備計画の認定期間は、当初10年、その後
５年毎となります。更新の際には、計画通り運営され、効果が出ているかなどが評価さ
れ、議会の議決を経る必要があります。このようにＰＤＣＡの仕組みが規定されていま
す。

滞在型とは言っていますが、「観光の
回遊」という説明があったように、カ
ジノに来て、東京に泊まる、箱根に泊
まる等も考えられるのでは。

ＩＲ内の大規模な国際会議場や展示場を活用し国際的なイベントがＩＲで実施される場合
には、ＩＲ内では収容できない宿泊者が想定され、都心臨海部や市内のホテルへの宿泊が
見込まれます。
また、ＩＲ整備法等では、市内・県内はもとより国内の各観光地に訪問者を送り出す送客
施設の整備が義務付けられています。ＩＲには、外国人観光客のゲートウエイとなり、箱
根や東京に泊まり、再び横浜のＩＲに戻っていただく滞在型の観光リゾートを目指してい
ます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

依存症対策に力を入れるとのことだ
が、それだけリスクが高いということ
ですね？

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

治安悪化対策としてＩＲ事業者と反社
会勢力と結び付きを監視するとのこと
だが、反社会勢力はＩＲ外で活動する
もの。それへの対策が監視カメラ設置
だけではお粗末です。

ＩＲエリア内での24時間体制の警備､明るい施設計画やデザイン等による安全性の確保、
また、周辺地域への防犯カメラの設置、県警と連携した取組など、治安対策をしっかりと
取り組んでいきます。
具体的な施策については、区域整備計画の策定までにお示ししていきます。
なお、国が参考にしているシンガポールの事例では、2010年に２つのＩＲが設置されまし
たが、カジノの設置の前後において、外国人旅行客は約１.８倍に増加していますが（一
般的には、観光客が増えると犯罪率が増えると言われて言いますが）、人口10万人当たり
の犯罪認知率に大きな変化は見られません。

まずはこうした説明会を開催してか
ら、推進を決定すべきではなかったの
ではないでしょうか？

ＩＲについて2014年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判断に必要な検
討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

横浜市がカジノ導入にあたり認識して
いるマイナス面について、その内容と
対策を、ありのままに全てを市民に公
表してください。

カジノに起因する懸念事項としては主にギャンブル等依存症と治安の悪化があります。こ
れらの懸念事項に対する対策については、現在、市のホームページで「横浜ＩＲの方向
性」（素案）を広報しており、懸念事項の対策を記載させていただいていますので、以下
のURLをご参考下さい：https://www.city.yokohama.lg.jp/city-
info/seisaku/torikumi/IR/houkousei.html

カジノ赤字（収益等）などのマイナス
面の「つけ」は市民に転嫁されるので
はないですか。

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。

前回の市長選でカジノを含むＩＲは白
紙として当選されましたが、御自身の
政策に自信があるのであれば改めて市
民に信を問うべきではないか？

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆様にご理解いただく事が必要と考えています。

カジノを含めないＩＲで計画できない
のか？事業者にその条件で提案させれ
ば良いのでは？

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

法人市民税の増収で効果が上がってき
ているのだから、カジノに頼らず、企
業誘致をさらに進められないのか？

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。

これだけ市民が反対しているのに、な
ぜ急いでカジノを作ろうとするのか？
国・政府から何らかの働きかけがある
のではないか？

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
なお、国・政府からの働きかけはありません。

ＩＲを運営する事業者が失敗する可能
性はないのですか？日本に３つもＩＲ
を作っても、国際的会議や展示会の取
り合いになるのでは？

日本のＭＩＣＥ競争力は、アジア等の競合国が誘致に向け積極的に取組を進めていること
から、相対的に低下してきています。このため、日本型ＩＲにおいて、これまでにないス
ケールとクオリティを有するＭＩＣＥ施設を整備することにより、これまでにないような
国際的な会議を展開し、新たなビジネスの起爆剤となり、我が国におけるＭＩＣＥ開催件
数の増加に貢献することを目標としています。

ＩＲ事業者が撤退したら、跡地はどう
するのですか？施設の解体に税金は使
わないのか？

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。

運営企業はアメリカ企業等が入って来
ると聞いているが、売上げの何割が運
営企業に行くのか？

横浜市は場所の提供だけで、大判を運
営企業に持って行かれるなら、横浜市
で行うメリットはリスク以上になるの
か？

既にワイロ等で逮捕者まで出ているの
で、今後は、厳罰化等激しく対応して
欲しい！

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると思います。
横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公正・中立
に事業を進めていきます。

ＩＲに訪れる観光客数の割合は日本人が多くなることが見込まれる一方、有識者からは、
カジノにおける日本人からの売上は、半分程度となると言われています。
また、ＩＲ整備法では、カジノの収益（ＧＧＲ：かけ額と配当額の差額）の３０％を国と
設置自治体に納付すること。カジノの収益を、先行投資したＩＲ施設の建設費の償還や、
ＭＩＣＥ施設等のＩＲ施設の運営に充てること。
ＩＲ事業者は、長期的にＩＲの魅力を維持し続けていくため、カジノによる収益を再投資
し、ＩＲの事業内容の向上やＩＲ整備計画に関する施策への協力に充てるよう努めなけれ
ばならないこと
を義務づけられており、カジノの収益が国内に還元される仕組みとなっています。
横浜市が民間事業者を選定した後、民間事業者と共同で区域整備計画を策定し、国に認定
申請を行います。計画認定後、民間事業者と横浜市が実施協定を締結します。
横浜市は、民間事業者に対して、区域整備計画の適正な実施及び実施協定の確実な履行の
ため、業務若しくは経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示
をすることとなります。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

こんな大事な問題を勝手に決めてよい
のでしょうか？もっと市民の意見を聞
くべきです。各区１回の説明で本当に
納得なんてできないでしょう。

来年度以降についても、実施方針や区域整備方針の作成など、手続きの節目ごとに、市民
の皆様へのご説明等を行っていきます。
また、市民説明会にご参加できない市民の皆様に対しても、ＩＲの実現に向けた本市の考
え方や懸念事項への取組等について、ご理解いただけるよう「広報よこはま」の活用や、
リーフレットの作成、わかりやすい動画の配信などを行っていきます。ご意見は参考にさ
せていただきます。

ＩＲ誘致の是非を問う住民投票をしな
いのはなぜですか？

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆様にご理解いただく事が必要と考えています。

市は住民投票で民意を問うことはない
としていますが、何をもって”ＩＲ建
設の民意を得た”と説明なさいます
か。もしくは市民の意見は関係なく”
実行ありき”ということでしょうか。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆様にご理解いただく事が必要と考えています。

インバウンド効果を狙っていると説明
がありましたが、民間の調査ではほと
んどの客（８割程度）が日本人という
試算です。インバウンド効果が見込め
るという根拠を教えてください。

ＩＲへの訪問者数2,000万人から4,000万人のうち、国外観光客の割合は34％から21％とし
ています。約400万人～約1,360万人のインバウンド効果があると考えています。なお、
2019年の訪日外国人数は、3,188万人となっています。
また、国内の利用者よりも海外からの利用者の方が消費単価が高くなっており、人数の割
合よりもインバウンドは経済波及が大きくなっています。

ＭＩＣＥやラグジュアリーホテル、
ショッピングモールなどの複合施設は
都内のさまざまな再開発でもすでに行
われています。同じような都市開発で
は意味がないのではないでしょうか。
もっと特色のあるまちづくりを目指し
てほしいです。

日本型ＩＲについては、我が国が観光立国を目指して国内３か所に設置を認定する観光の
振興、地域経済の振興、財政の改善への貢献を目的とした国家的なプロジェクトです。
横浜市においても、これまでにないスケールとクオリティのＭＩＣＥ施設、日本の伝統、
文化、芸術等を生かした魅力的なコンテンツを世界に発信する魅力増進施設、国内各地の
魅力を紹介し、国内各地に旅行者を送り出す送客施設、ラグジュアリーからカジュアルま
での多彩なホテル群が一体となった日本初のリゾートを目指していきます。

エンターテーナを養成する施設は考え
ていますか。例えばスケート、演劇、
日本舞踊、絵画なとなど、練習場所な
ど、確保の予定はありますか。人を育
てる、青少年にチャンスを与える場所
は考えていますか。

ＩＲ開業前から開業を見据え、ラグジュアリーなホテルや世界一流のエンターテイメント
ショー等において、質の高いサービスを提供する人材育成に取り組みたいと考えていま
す。
また、このようなエンターティメントのキャストやスタッフなども含め、国内外を問わ
ず、多くの若者の憧れの働き場となり、専門的な人材育成が行われ、県内や国内に人材を
輩出できる世界最高水準の観光リゾートの整備を目指します。

横浜市は依存症対策を取ると言ってい
ます。依存症の人が出ることは認めて
いるし、さけられないとして対策を取
る訳です。これにも当然お金がかかり
ます。それなのに、ＩＲで稼いだお金
を教育・福祉に当てていくと言ってい
ます（タウンニュース）。何か矛盾し
たお金の使い方をしていませんか。

ＩＲ整備法では、そのカジノの納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されています。

ＩＲ法が〇（判別不明）権まみれに
なっています。市長は徹底的に解明す
るように国会に要請していますか。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
なお、横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公
正・中立に事業を進めていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

カジノについて質問します。市長は市
民の意見を聞くとの公約で当選したと
思います。カジノに対しての反対が、
市民は多数派です。市民の意見を聞か
ない（住民投票）と発言された。これ
は市民を欺く背信行為です。これだけ
でも市長辞任に値します。この選挙公
約違反について市長の見解をお示し下
さい。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
二元代表制のもと、議決が必要な案件については、市民の皆さまに選ばれた市会の皆様に
お諮りしながら市政を進めていきます。

事業者となる会社は、外資企業も日本
企業も等しく扱われるのか。どのよう
な基準で採択されるか。

民間事業者は公募により選定します。公募において、外資企業も日本企業も等しく扱われ
れます。選定基準は、募集要項において事前にお示しする予定です。
事業者については、単独で応募、グループでの応募も認められ、外資企業と国内企業が新
たな法人を設立（コンソーシアム）することも可能です。

地元企業はどのような形で参画してい
くのか。

ＩＲ事業者としてコンソーシアムに参加する方法、及びＩＲ事業者から委託を受ける方
法、食材、物品、サービスの提供元等が認められています。

環境への配慮・防災性も徹底される
か。

ＩＲのまちづくりのコンセプトの一つとして、最先端技術を駆使したスマートシティ、環
境、防災、ユニバーサルデザインなど「未来の街のショーケース」を掲げ、取り組んでい
きます。

外資企業に収益ばかりを吸い取られて
しまわないか。

ＩＲに訪れる観光客数の割合は日本人が多くなることが見込まれる一方、有識者からは、
カジノにおける日本人からの売上は、半分程度となると言われています。
また、ＩＲ整備法では、カジノの収益（ＧＧＲ：かけ額と配当額の差額）の３０％を国と
設置自治体に納付すること。カジノの収益を、先行投資したＩＲ施設の建設費の償還や、
ＭＩＣＥ施設等のＩＲ施設の運営に充てること。
ＩＲ事業者は、長期的にＩＲの魅力を維持し続けていくため、カジノによる収益を再投資
し、ＩＲの事業内容の向上やＩＲ整備計画に関する施策への協力に充てるよう努めなけれ
ばならないこと
を義務づけられており、カジノの収益が国内に還元される仕組みとなっています。

駅等の公共交通機関の混雑はどう解消
するか。すでにＪＲ関内駅もみなとみ
らい線の駅もかなり混んでいます。

事業者へのコンセプト募集（サウンディング調査）等を行う中で、ＬＲＴなどの中量輸送
手段も含め様々な交通対策について検討します。
また、自動車交通に伴う交通対策については道路の新設・拡幅、交通規制などの対策を検
討していきます。
歩行者交通に伴うアクセス手段については元町中華街駅から山下ふ頭までの、歩道の拡
幅、地下道やペデストリアンデッキの新設などの対策を検討していきます。
具体的な計画は、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。

ＩＲ事業内にトバク事業を入れない場
合の収支コスト等がしめされていな
い。説明にはなってないが、この様な
悪質な事業を入れないで実施する策を
都市計画先進都市として国に提案する
〇〇（判別不明）でやって欲しい。

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年７月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

山下ふ頭に今ある港湾・物流施設はど
こで、どのように代替できるのでしょ
うか。港湾・物流の機能低下をきたさ
ないか心配です。（市税の状況はよく
わかりました。何らかの打開策等が必
要ということは認識しました。）

山下ふ頭は、高度経済成長期から横浜港を支える主力ふ頭の機能を担ってきましたが、完
成から50年以上経過し、施設の老朽化やコンテナ化などの物流環境の変化に伴い、その果
たすべき役割を見直す時期に来ていました。
このため、「横浜市中期４か年計画2014～2017」や　「横浜市都心臨海部再生マスタープ
ラン」、及び「横浜港港湾計画の改訂」を踏まえ、平成27年に「ハーバーリゾートの形
成」を目指す「横浜市山下ふ頭開発基本計画」を策定し、再開発の方向性を定めました。
また、既存の物流機能については、移転を契機として倉庫等の高機能化を促進し、「ミナ
トの質的転換」を図っています。

市長選の白紙から賛成・推進に変わっ
た理由を述べよ。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて2014年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判断
に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
横浜市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経
済的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
二元代表制のもと、議決が必要な案件については、市民の皆さまに選ばれた市会の皆様に
お諮りしながら市政を進めていきます。

現状なんで他の都市と比較しなければ
ならないのか。

説明会では、横浜市の状況をわかりやすくご理解いただくため、他都市の状況をお示しし
ています。

カジノ業者への「投資保証」は行うの
か？保証するとすればあなたは責任を
もてるのか？

横浜市がＩＲ事業者への投資について保証することはございません。

横浜市の税収、収入をＵＰさせるため
の手段がカジノとは安直すぎるし、人
が「負ける」ことによって得たお金で
市が潤っても負の連鎖しか生み出さな
い。

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。
また、日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、
パチンコなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこ
れらを利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

カジノのないＩＲについては検討しな
いのでしょうか。ＩＲ自体（ホテル、
リゾート）には賛成ですかそのなかに
カジノが入るのは反対です。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、本市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をしてき
ました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。
なお、ＩＲ整備法では、日本の伝統・文化・芸術等、我が国の観光の魅力を増進する施設
を必ず整備することとされています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ギャンブル依存症が数多く出ると思い
ます。どうするのですか？”かけ事は
だめだ！”と云われて育ちました。他
人の懐からお金をまきあげて市の財政
を豊かになどとんでもない話です。市
長はギャンブル依存症をご存知ないの
ですか？私もこれまで競輪、競馬、パ
チンコなど依存症になってしまい家族
が泣いている実態を数多くみていま
す。ＩＲカジノ、絶対反対です！

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

総合リゾートを作るのは集客としては
良いと思いますが、カジノは要らない
です。一番お客様として来るのは市民
です。市民からお金を取り、市民が病
気になり、市民が迷惑するという、
有って良い事はまずないと思います。
目先の収入にまどわされないでくださ
い。問題が出たらカジノ施設をこわし
ますか？

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

客観的に考えるとIR誘致は必要だと思
いました。しかしながら会場の雰囲気
では感情面の問題と感じました。市長
は思ったより小柄で可愛らしい方で、
一言「ご心配おかけして申し訳ありま
せん。」との言葉があれば、収まるよ
うに思いました。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

説明いただきありがとうございまし
た。横浜の将来的な財政・国内・国外
での競争力を考えると、カジノを含む
ＩＲは必要と考えます。人口減少の話
がありましたが、ＩＲによるMICE機能
エンターテイメント、宿泊施設は長期
的な需要が見込まれるのでしょうか。
世界に通用するＩＲとなるよう計画を
してください。

世界水準のＭＩＣＥ施設やホテル、エンターテインメントが一体となった、都市型のハー
バーリゾートにふさわしいＩＲをつくりあげたいと考えています。
ＩＲが横浜の新たな顔となり、国内外から多くの来訪者をお迎えし、インバウンド需要を
しっかりと取り込み、観光ＭＩＣＥ都市として確固たる地位を確立いたします。
同時に、お子様も楽しめるアトラクション施設など、市民の皆さまが憩える、横浜の景観
に調和したリゾートにしたいと考えています。
なお、国連世界観光機関では、海外旅行者総数が2018年の14億人から2030年には18億人に
拡大すると予測しています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

依存症対策に随分な税金をかけるのは
おかしいし、カジノはギャンブルで
す。負けたお金で市の財政をまかなう
ことは、どう考えても健全な考え方で
はないと思う。アメリカのＩＲ建築デ
ザイナーの方が、コンサートホールや
ホテルなど行くにもカジノを通るよう
に作る。カジノから一歩も街を出ない
ようデザインする。街に還元などあり
得ない、あったらＩＲデザイナーとし
て失格だと、発言されています。マイ
ナス面が知りたい。ＩＲは市民にとっ
ては何もいいことはない。生まれた時
から横浜に住んでいる私は、ＩＲに絶
対反対です。カジノ以外の経済政策を
もっと真剣に考えてください。

国が参考としている、シンガポールの２つのＩＲの事例では、カジノを通らなければ、各
施設に行けないという構造にはなっておりません。
横浜でのＩＲにおいても、ファミリー層等の主動線とは分離された適切な配置計画、デザ
インを事業者に求めていく予定です。
また、ＩＲ区域内の、大規模なＭＩＣＥ施設や魅力施設等により、来街者の増加やビジネ
スの機会が創出され、新たな需要と消費を生み出し、経済効果を広範囲に及ぼすものと考
えています。また、ＩＲの推進と合わせて、周辺地域の魅力向上に努めるとともに、ＩＲ
と周辺地域が連携することで、相乗効果を生み出していきます。
先進事例である、シンガポールでは、２つのＩＲのオープンに伴って、外国人観光消費額
は10年足らずで倍増するなど、周辺地域へのシャワー効果が確認されております。
カジノに起因する懸念事項としては　①ギャンブル等依存症　②青少年への影響等　③マ
ネーローンダリング　④反社会的勢力の関与　⑤地域環境への影響などが考えられ、ｋれ
らに対して徹底した対策を実施していきます。。

ＩＲの実現は良いも、何故、カジノを
必要とするのか？

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、本市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をしてき
ました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

ヤミカジノが増えるのではないか？Ｉ
Ｒは賛成ですが、カジノの入場規制を
もっと厳しくするべきですね。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にするため、国内外から多く
の人々を呼び込む大規模コンベンション機能が必要と考えており、ＭＩＣＥ施設等の整
備・運営に、市の財政負担がない民設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えてい
ます。

質問します。依存症への対策や治安へ
の対策が必要な事業が、今、横浜に必
要とは思われないのですが‥。そうし
たお金で皆さんの希望している全国的
に実施されている中学校給食や医療・
福祉の充実を考えた方がよいとどうし
て思わないでしょうか？

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少、特に生産年齢人口の減少により減収の
見込みです。減収になれば公共投資額も減ります。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つとなっています。
ＩＲによる横浜市の増収効果は、年間820億円から1,200億円となっています。
この数値は、ご協力していただいた事業者の皆様から精査のうえ提供いただいた施設規模
や収支見込みなどを基に、それぞれの税収見込み等を市で算出したものです。ＩＲ整備法
では、その納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されていますので、市民生活に身近な、医療や福祉、子育て、教育に重きを置いて活
用することも可能です。具体的な使途については、今後策定する区域整備計画でお示しし
ていきます。

ＩＲ内の企業の発注に市内の中小企業
を利用するとの方針を伺いました。世
界的な方々が集まる場での受注にスキ
ルが足りない部分もあるかと思いま
す。→　中小企業の技術向上のプログ
ラムや設備投資等はお考えですか？

ＩＲ区域の整備や運営時に、資材や物品・食材等の調達が必要になります。具体的には建
設業や卸売・小売業、サービス業、運輸業、農業などにおいて、市内企業への発注が促進
されます。シンガポールのＩＲの事例では地元企業からの調達率が9割となっている事例
もあります。ＩＲ事業者へは、横浜市中小企業振興基本条例を踏まえ、市内企業への発注
促進するよう働きかけてまいります。
また、新たな産業の創出や中小企業の技術向上に対する支援も検討していきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲの一番のメリットは？

ＩＲによるメリットは、➀観光の振興　②地域経済の振興、③財政の改善への貢献と国か
ら示されています。
生産年齢の減少、超高齢社会の進展においても、ＩＲは交流人口や雇用を増加させ、横浜
の都市としての活力を支えるものと考えています。

ＩＲが成功するという根拠は？

日本型ＩＲが参考にしているシンガポールでは、2019年４月に２つのＩＲの拡張を発表し
ています。また、ラスベガスは、カジノに大型ショーなど総合的なエンターテイメント施
設や各ＩＲが連携したＭＩＣＥ施設を併設していることで、世界中から観光客を呼び込む
ことに成功していると認識しています。

実施方針は今年度中に公表しますか 令和２年の６月に公表する予定です。

凍結がよいが64％、このまま進めるが
20％とのアンケート調査結果が今朝、
朝日新聞より発表されたが、この数字
をどうお考えですか？

まだ、多くの方々はＩＲ＝カジノと捉えられており、ＭＩＣＥ施設等を中心とした統合型
のリゾートを目指す日本型ＩＲへのご理解がいただけるよう、広報が進んでいないと考え
ています。
調査の結果は、ＩＲを構成する施設の一つであるカジノに対するご心配の表れと思いま
す。このため、まずは、市民の皆様に日本型ＩＲや横浜市の考えるＩＲをご説明させてい
ただきたいと考え、説明会を開催しました。

ＩＲ、カジノ誘致を住民投票によって
決めるべきではないか。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

ＩＲ、カジノが出来ることで、依存症
や防犯に対する経費は誰がもつのか。

ギャンブル等依存症には、依存の公営競技やパチンコなどの遊戯に伴うものと、ＩＲに設
置されるカジノに伴う新たなものとがあります。
既存のギャンブル等については、これまでも取り組んでいる総合的な依存症対策の中で対
応していきます。
また、カジノに伴うものにつては、ＩＲ事業者が責任ある運営の中で対応するとともに、
ＩＲ整備法では、国や横浜市についても、カジノの設置及び運営に伴う有害な影響の排除
を行うために必要な施策を策定し、実施する責務を規定しています。

カジノ無きＩＲを推進願います。カジ
ノ有りでＩＲはいらない。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

最初は白紙だったのに。何故IRに変っ
たのか、その理由を聞きたい。（直
接）

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて2014年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判断
に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
二元代表制のもと、議決が必要な案件については、市民の皆さまに選ばれた市会の皆様に
お諮りしながら市政を進めていきます。

市の職員や市民の声（反対）をどう受
け止めているのか聞きたい。

横浜の将来の経済基盤の強化に向けて賛成される方、治安や依存症といった懸念事項をご
心配される方など、様々な声をうかがってきました。どちらの声も、横浜のより良い未来
を願っての声と真摯に受け止めてiます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

年頭のインタビューにおいてＩＲ全体
の３％以下の面積のカジノの収益で、
施設の維持警備などの経費を賄うとの
こと。予想収益とギャンブル依存症の
具体的対策が知りたい。

カジノの収益については、これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハウ
や戦略の面から具体的な数字をお示しできませんが、今後、実施方針や区域整備計画を策
定する中で、施設の構成や規模が具体化してきますので、より精度の高い数値をお示しし
ていきます。
日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。また、事業
者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを受けたス
タッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、ギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して既存のギャ
ンブルも含めて依存症の方を増やさないように取組を徹底していきます。

説明でＩＲ導入で800億～1200億円の増
収とあるが、業者（カジノ）はどの程
度の収入があるのですか。

今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上のほか、床
面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメント施設など大規
模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市民税なども含ま
れています。
カジノの収益がどれくらいかなどについてはこれから事業者を公募する現在の段階では、
事業者のノウハウや戦略の面から具体的な数字をお示しできませんが、今後、実施方針や
区域整備計画を策定する中で、施設の構成や規模が具体化してきますので、より精度の高
い数値をお示ししていきます。

市長はどこを向いて市政を行っている
のか？国？アメリカ？国民（横浜市
民）

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

ギャンブル依存症の人が大勢生まれま
す。又1200億円の税収が増えると言っ
てますが、カジノ事業者は8000億円も
もうけ、そのお金は海外に持ち去るわ
けですね。多額の利益を得る状況が長
く続くとは思われません。途中契約解
除した場合や、カジノ事業者のもうけ
が少ない場合の対処等が表面化されて
おりません。その対策内容及びギャン
ブル依存症の対策内容とそれぞれに係
る各費用についてお答えください。

ＩＲ整備法では、カジノの収益の３０％を国と設置自治体に納付すること、カジノの収益
を、先行投資したＩＲ施設の建設費の償還や、ＭＩＣＥ施設等のＩＲ施設の運営に充てる
こと、ＩＲ事業者は、長期的にＩＲの魅力を維持し続けていくため、カジノによる収益を
再投資し、ＩＲの事業内容の向上やＩＲ整備計画に関する施策への協力に充てるよう努め
なければならないとことを義務づけており、カジノの収益が国内に還元される仕組みと
なっています。ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営される
ものとされています。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考え
ています。しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。
日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。また、事業
者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを受けたス
タッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されています。
横浜市では、これまでアルコールや薬物、ギャンブル等の依存症者や家族への支援を中心
とした総合的な依存症対策を進めています。こころの健康相談センターにおいて依存症相
談窓口を開設するなど、当事者や家族の支援に取り組んでいます。今後、民間団体との連
携や、市の窓口の相談拠点化を進めるほか、インターネットゲーム障害など新たな依存症
についても普及啓発等の取組を進めます。
ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持など、ＩＲの懸念事項等に関する自
治体の施策に係る経費については、区域整備計画の策定までに明らかにしていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

カジノが黒字ということは、財産を
失ったとか生活費を使い果たしたとか
いう人が居るということだが、これを
市長としてどう考えるか？

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

カジノが赤字になればどこの誰が補て
んするのか？

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。

カジノが黒字になれば、横浜市の取り
分は何％か？（100％であるべき）

ＩＲ整備法では、カジノ事業の粗収益の15％づつ（計30％）を横浜市と国に、納めること
が義務付けらえています。

観光都市横浜を更に活性化することに
異論はありませんが、なぜカジノが必
要なのか理解できません。横浜らしい
観光を描く時にカジノが入るのは何故
ですか。ＩＲ構想にカジノを外すこと
はできませんか。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

税収入の増加をカジノで得られる根拠
を教えてください。

カジノの売上のほか、カジノへの入場料、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣ
Ｅ・ホテル・エンターテイメント施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾー
ト施設全体の収益に伴う法人市民税などを合わせた金額が、増収すると考えております。
今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、ご協力していただいた事
業者の皆様から精査のうえ提供いただいた施設規模や収支見込みなどを基に、それぞれの
税収見込み等を市で算出したものです。

依存症（ギャンブル）対策が現実的に
可能なのか、道すじ、費用を示してく
ださい。依存症の方からの声を聞きま
したか。

日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。
また、事業者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを
受けたスタッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されていま
す。
横浜市では、これまでアルコールや薬物、ギャンブル等の依存症者や家族への支援を中心
とした総合的な依存症対策を進めています。こころの健康相談センターにおいて依存症相
談窓口を開設するなど、当事者や家族の支援に取り組んでいます。
今後、民間団体との連携や、市の窓口の相談拠点化を進めるほか、インターネットゲーム
障害など新たな依存症についても普及啓発等の取組を進めます。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、ギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

反対する市民の声を納得させられるだ
けの横浜の未来を示してください。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

カジノへの入場制限で暴力団員とあり
ますが、どのように団員と判断するの
ですか。

ＩＲ整備法では、カジノの入退場時にマイナンバーカードによる本人確認をすることと
なっています。この際、20歳未満の者、暴力団員、入場料を支払わない者、所定の入場回
数の上限を上回る者は入場できません。暴力団の確認方法については、データーベースの
活用や確約書の署名が国において検討されています。

市長は市長選の時は、白紙と言ってい
ました。市民の声を聞かずに勝手に決
めたのは公約違反です。今、どう市民
に説明するのか答えて下さい。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
二元代表制のもと、議決が必要な案件については、市民の皆さまに選ばれた市会の皆様に
お諮りしながら市政を進めていきます。

8/22には、住民投票すらしないといっ
たが、民主主義を壊すつもりですか？
端的に答えて下さい。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

人の不幸の上に成り立つ市政などあっ
てはならないと思います。依存症対策
をするくらいなら、カジノなど誘致す
べきではありません。市長はなぜやり
たいのか？今の市の財政は健全です。
不健全にするな！

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
横浜市としても、国や県、関係機関と連携し、しっかりと依存症対策に取り組んでいきま
す。
市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。な
お、これまでも本市では、宝くじの収益金を市の財源としています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲを構成する国際会議場、展示場、
ショッピングセンター、ホテル、ア
ミューズメントパークは全て、みなと
みらいに存在します。なぜ目と鼻の近
くの山下ふ頭に同様のものを造るので
しょうか？競合して共倒れになりませ
んか？

横浜のＩＲでは、これまでにないスケールとクオリティのＭＩＣＥ施設、日本の伝統、文
化、芸術等を生かした魅力的なコンテンツを世界に発信する魅力増進施設、国内各地の魅
力を紹介し、国内各地に旅行者を送り出す送客施設、ラグジュアリーからカジュアルまで
の多彩なホテル群が一体となった日本初のリゾートを目指します。
みなとみらいをはじめとした横浜の都心臨海部の既存の街の魅力や資源と一体的に整備
し、融合することにより、オール横浜で観光・経済にイノベーション（革新）をもたらす
ことを目指します。

現在ですら、パシフィコなどは、充分
に生かしきれていないと思いますが、
みなとみらいをつぶすおつもりです
か？幕張メッセ化するつもりですか？
カジノの可否もですが、カジノがなく
ても同質施設を同地域に作る意義がわ
かりません。

パシフィコ横浜の稼働率は、2018年度において国立大ホールで89％、展示ホールで75％
（改修工事の約３か月間を含む）と高く、申込を待っていただいているイベントもあり、
機能強化としてノースを来年度に開業する予定となっています。
国もＭＩＣＥ機能を強化し、観光先進国を目指しており、パシフィコ横浜と、ＩＲで新し
くできるＭＩＣＥ施設は、運営面で連携を図るなど集積の効果を活かせるよう検討してい
きます。

基本的には賛成です。私は20代です
が、今後、経済活性化をしないと、少
子高齢化をしないと、非常に苦しい未
来が待っていると思うからです。ただ
し、近隣の学校等に対してどの様なケ
アをしていくのかが気になります。

ＩＲの周辺地域では、防犯カメラの設置、県警と連携した取組など、治安対策をしっかり
と取り組んでいきます。
具体的な施策については、区域整備計画の策定までにお示ししていきます。
なお、国が参考にしているシンガポールの事例では、2010年に２つのＩＲが設置されまし
たが、カジノの設置の前後において、外国人旅行客は約１.８倍に増加していますが（一
般的には、観光客が増えると犯罪率が増えると言われて言いますが）、人口10万人当たり
の犯罪認知率に大きな変化は見られません。

ＩＲ提案業者、提案内容、決定までの
プロセスを明確に開示してほしい。ブ
ラックボックスだと住民は反発するで
しょう。汚職につながります。提案業
者の言いなりになってないか心配で
す。規制規制のカジノは客が集まるで
しょうか。期待する収益が出ないとど
うしますか。規制を緩めるのでしょう
か。

国の基本的な方針（案）では、有識者等により構成される第三者委員会を設置する等、適
切な民間事業者の選定体制を構築する必要があるとしており、民間事業者を選定を行った
ときには、その結果を、選定基準及び選定方法並びに評価の過程及び結果に応じた選定過
程の透明性を示すために必要な資料（公表することにより、当該民間事業者の権利、競争
上の地位その他正当な利益を害する恐れがあるものを除く。）と併せて、速やかに公表す
ることとしています。
ＩＲ整備法では、国におけるＩＲの区域整備計画の認定期間は、当初10年、その後５年毎
となります。更新の際には、計画通り運営され、効果が出ているかが評価され、効果が出
ていなければ、事業者に改善を求める等の措置をとることになります。
なお、更新の際には議会の議決を経ることとなります。

今後、発生するであろう質問にも説明
していただけるのか。

来年度以降についても、実施方針や区域整備方針の作成など、手続きの節目ごとに、市民
の皆様へのご説明等を行っていきます。
また、市民説明会にご参加できない市民の皆様に対しても、ＩＲの実現に向けた本市の考
え方や懸念事項への取組等について、ご理解いただけるよう「広報よこはま」の活用や、
リーフレットの作成、わかりやすい動画の配信などを行っていきます。

カジノなしのＩＲを検討したことある
のか。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

みなとみらい地区にはすでに大型の
MICE、HOTELなどがあるのに、さらにＩ
Ｒが必要なのか？プラスアルファのカ
ジノでの集客が目的としか思えないが
‥。

パシフィコ横浜の稼働率は、2018年度において国立大ホールで89％、展示ホールで75％
（改修工事の約３か月間を含む）と高く、申込を待っていただいているイベントもあり、
機能強化としてノースを来年度に開業する予定となっています。国もＭＩＣＥ機能を強化
し、観光先進国を目指しており、パシフィコ横浜と、ＩＲで新しくできるＭＩＣＥ施設
は、運営面で連携を図るなど集積の効果を活かせるよう検討していきます。
市内のホテルについても2018年で88.4％と稼働率が高い一方、横浜市のの観光客の日帰り
の割合が高いため、宿泊施設の供給が必要と考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲ売上の70％を業者がとると聞いて
る。（自治体は15％とか‥）これで横
浜市はうるおうんですか？

ＩＲ整備法では、カジノの収益の３０％を国と設置自治体に納付すること、カジノの収益
を、先行投資したＩＲ施設の建設費の償還や、ＭＩＣＥ施設等のＩＲ施設の運営に充てる
こと、ＩＲ事業者は、長期的にＩＲの魅力を維持し続けていくため、カジノによる収益を
再投資し、ＩＲの事業内容の向上やＩＲ整備計画に関する施策への協力に充てるよう努め
なければならないとことを義務づけており、カジノの収益が国内に還元される仕組みと
なっています。
なお、ＩＲによる横浜市の増収効果は、年間820億円から1,200億円となっています。この
増収額は、カジノの売上のほか、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテ
ル・エンターテイメント施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全
体の収益に伴う法人市民税なども含まれています。

山下ふ頭のことはよく知りませんが、
老朽化した施設設備を撤去してＩＲ施
設をリビルドするためのゼネコン対策
ではないのか？

未来の税収減を心配するなら、かつて
の港北ニュータウン構想のような新し
いまちづくり→人口増→税収UPを目指
した方が堅実では？所詮、バクチはア
ブク銭だと思うんですけど‥。

現在６つのＩＲ申請予定地が存在する
が、各々の進行状況を横浜市の立ち位
置と可能性はどう予想されているか？

２つはまだ検討中との説明があったが
‥、残りの３つは？

ＩＲ事業開業前と後の横浜市の役割、
支出額

横浜市が民間事業者を選定した後、民間事業者と共同で区域整備計画を策定し、国に認定
申請を行います。計画の認定後、民間事業者と横浜市が実施協定を締結します。
横浜市は、民間事業者に対して、区域整備計画の適正な実施及び実施協定の確実な履行の
ため、業務若しくは経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示
をすることとなります。

事業者が提出した経済効果が大巾に下
方変動した場合は、本事業を中止する
か。

ＩＲ整備法では、国におけるＩＲの区域整備計画の認定期間は、当初10年、その後５年毎
となります。更新の際には、計画通り運営され、効果が出ているかなどが評価され、議会
の議決を経る必要があります。このようなＰＤＣＡの仕組みを用いながら、事業が順調に
進むよう事業者と協議していきます。

事業地の業者へ売却の有無
山下ふ頭の土地を事業者に売却するか否かは、現在決まっておりませんが、都心臨海部の
貴重な土地であるため、貸付による処分を検討していきます。

市のアンケートに回答した事業者名
現在ＲＦＣを実施している事業者の名前は、事業者募集時にＲＦＣ提案者が希望しない情
報等は公表しないと条件づけており、名前を公表することを事業者が希望していないた
め、公表はできません。

施設の開業の順番（全部同日付か？）

国の定めた基本方針（案）においては、ＩＲ施設として開業については、区域整備計画に
定めたＩＲ施設を構成する全ての施設が完成していることが必要です。
しかしながら、ＩＲ区域の整備による効果を早期に発言する観点から、区域整備計画に定
めたＩＲ施設のうち一部が完成していない段階であっても、カジノ施設と国際会議場施
設、展示等施設、魅力増進施設、送客施設及び宿泊施設がそろって完成し、それらが法令
の規定に適合している場合には、開業することが認められます。

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年7月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。

令和２年２月時点で大阪府・市はＩＲ事業者を選定中。
長崎県、和歌山県、横浜市は実施方針を策定中です。
東京都、名古屋市は、ＩＲ誘致を検討中です。
横浜は、現時点で首都圏唯一の候補地であり、後背人口が日本最大であること、また、羽
田空港に近い等、恵まれた交通アクセス、美しいウォーターフロントに47haの広大な敷地
を有していること、先進的な街づくりを市民とともに進めてきた実績があること、などか
ら、日本を代表する魅力的なＩＲを整備することができると考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

もし、ＩＲの誘致が失敗に終われば、
横浜市の財政は具体的にはどうなるの
か。例えば市営地下鉄、学校給食、道
路整備。結論、私は大賛成です。

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼
るものではありません。
また、市の増収効果については、市民生活に身近な、医療や福祉、子育て、教育に重きを
置いて活用することも可能です。具体的な使途については、今後策定する区域整備計画で
お示ししていきます。

ＩＲカジノ総合型リゾート市民向け説
明会が続行されてい途上に関わらず準
備予算を通し、実施方針の策定を進め
ていることは、市民の意見を聞く姿勢
ではないと考えてます。市長の考えを
求めます。

横浜市では、国のスケジュール等を踏まえ、ＩＲの誘致に向け準備を進めています。今回
の説明会は、日本型ＩＲや横浜市の考えるＩＲとはどのようなものか、皆さまにご理解い
ただく事が必要と考え開催させていただいたものです。
ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。

ＩＲカジノ市民向け説明会が港南区一
か所のみでは、区民22万人に対して説
明は不十分と思います。今後、小学校
単位の説明会を開いてください。

来年度以降についても、実施方針や区域整備方針の作成など、手続きの節目ごとに、市民
の皆様へのご説明等を行っていきます。
また、市民説明会にご参加できない市民の皆様に対しても、ＩＲの実現に向けた本市の考
え方や懸念事項への取組等について、ご理解いただけるよう「広報よこはま」の活用や、
リーフレットの作成、わかりやすい動画の配信などを行っていきます。ご意見は参考にさ
せていただきます。

市長は国のカジノ規制、治安、依存症
について市の考え方も伝わるとしてい
ます。これを早急に詳細で公開してく
ださい。

ＩＲ整備法では、背面調査の実施による厳格な免許制や、マイナンバーカードの本人確認
により、暴力団員の事業への参入やカジノへの入場を禁止するなど、治安対策がしっかり
と規定されています。今後策定する実施方針や区域整備計画において、県警と連携した取
組など、治安対策をしっかりとお示ししていきます。
日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。また、事業
者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを受けたス
タッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されています。
横浜市では、これまでアルコールや薬物、ギャンブル等の依存症者や家族への支援を中心
とした総合的な依存症対策を進めています。こころの健康相談センターにおいて依存症相
談窓口を開設するなど、当事者や家族の支援に取り組んでいます。今後、民間団体との連
携や、市の窓口の相談拠点化を進めるほか、インターネットゲーム障害など新たな依存症
についても普及啓発等の取組を進めます。

ＩＲの為の地下鉄・道路など1000億円
超に税金を使うのではなく、中学校給
食や敬老パスの実施、現状維持に使っ
てください。

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
ただし、ＩＲ整備法においては、ＩＲを設置する自治体は、ＩＲ区域の整備推進に関する
施策やカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策
を、国との適切な役割分担の下、実施する責務を有するとされています。
ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持、周辺地域との回遊性を高めるため
の都市基盤整備など、ＩＲの懸念事項等に関する自治体の施策に係る経費については、区
域整備計画の策定までに明らかにしていきます。

ＩＲにカジノを加える必要はないと考
えます。ＩＲをカジノ無しで可能だと
思います。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

カジノ事業者に求めては募集内容に
は、実施期間が40年間とされいます。
この先40年も先のこと、市民や子ども
たちの未来に責任を持てると市長はお
考えですか。おこたえください。

区域整備計画の認定後、横浜市と民間事業者を実施協定を速やかに締結します。実施協定
の有効期間については、ＩＲ事業は長期間にわたる安定的で継続的な実施の確保が必要で
あることを踏まえ、横浜市とＩＲ事業者との合意により、区域整備計画の認定の有効期間
を超えた期間を定めることも可能とさえております。
現在、ＲＦＣでは、仮に事業期間を40年としてコンセプト募集（サウンディング等）をし
ていますが、実際の協定の期間は、事業者の公募前に策定する実施方針において定めてい
きます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

横浜港運協会が横浜市にハーバーリ
ゾート計画（カジノなどの計画）につ
いて要望書を３回送っているらしい。
この３つの要件

事業を進めるうえでは、港湾事業者等の皆さまのご理解・ご協力が大切です。引き続き丁
寧に調整しながら進めてまいります。

ＩＲの監査法人について、具体的に企
業名を教えてください。

現在、横浜市が委託をしているのは、ＥＹ新日本有限責任監査法人です。

なぜその企業が選ばれたのか？選考基
準を教えてください。

横浜ＩＲ（統合型リゾート）に関するアドバイザリー業務委託について、公募型プロポー
ザル方式で、業務実施体制、配置予定者の実績・経験、業務実施方針、業務内容に関する
提案等の評価基準により選考しました。

「横浜市の財政状況が思わしくない」
とは以前から言われていること。その
危機を乗り越えるために文字通り
「ギャンブル」を以ってしようとする
方法論が理解できません。しかも本日
の国家審議においてすら国の明確な考
えが明らかにされていないのに、何故
見切り発車的にことを進めるのか疑問
です。万一、破綻した時の責任は林市
長がとるのですか。

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。

ＩＲの中の、一番利益の上がるカジノ
客として想定しているリピーター利用
者のメインは、「どこの国の（日本、
中国、その他）」「経済的なレベルは
どの層」ですか。（カジノの入場料・
月の利用回数があいまいだ）

カジノを利用する人の属性や回数については、事業者ごとに異なり、これから事業者を公
募する現在の段階では、事業者のノウハウや戦略の面から具体的な数字のをお示しできま
せん。
なお、経済的効果については、今後、公募により選定された事業者と作成する区域整備計
画において、施設の構成や規模が具体化する中で、明らかにしていきます。

海外の人には依存症対策はしないのか

ＩＲ整備法では、外国人観光客に対しては、日本人に課される、入場料の徴収や入場回数
の制限がありませんが、入退場時にパスポート等による本人確認は必要となります。ま
た、カジノ事業者は、日本人に対して、多額の金額をカジノ事業者にあらかじめ預け入れ
た者以外は、金銭の貸し付けはできませんが、外国人には、預け入れがなくても、金銭の
貸し付けが認められています。
問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口でのカウンセリング、マネーローンダリン
グ対策などについては、外国人・日本人を問わず実施されます。

反社会勢力の入場制限は、マイナン
バーカード等でチェックするとのこと
だが、マイナンバーカードの普及率は
低い。マイナンバーカード以外での
チェックはどのような方法を考えてい
るのか？業者任せでは不安です。

カジノ施設の入退場は、日本人においては、マイナンバーカードで本人確認することと
なっており、その提示がなければ入場はできないことから、普及率とは関係なく暴力団は
排除できると考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市長は市民の意志を聞いてください。
カジノの是非を聞こうとしないのです
か。市長として当然の態度だと思いま
すがどうしてですか。

住民投票をやるくらいの態度はあたり
まえではないのですか。どう考えても
カジノは横浜にはいらないと思うが、
市民の声を聞いてください。

増収効果820億～1200億円/年 における
カジノの割合はどのくらいでしょう
か。ＩＲ区域内での消費額におけるカ
ジノの割合についても同様にお聞きし
たい。

今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上だけではあ
りません。
この中には、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメン
ト施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市
民税なども含まれています。これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハ
ウや戦略の面から具体的な数字をお示しできません。
今後、実施方針や区域整備計画を策定する中で、施設の構成や規模が具体化してきますの
で、より精度の高い数値をお示ししていきます。
なお、日本型ＩＲの参考としているシンガポールの事例ではＩＲの売り上げの70パーセン
ト程度がカジノの売上となっています。

カジノ事業の収益はＩＲ施設全体の何
割を見込んでいるのか。

これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハウや戦略の面からカジノとそ
の他の収益を分けて公表することができませんが、日本型ＩＲの参考としているシンガ
ポールの事例では70パーセント程度がカジノの売上となっています。

カジノを含まないＩＲは実現できない
のか

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

反対の方へ今後どう説明し、賛成を得
るのか。

来年度以降についても、実施方針や区域整備方針の作成など、手続きの節目ごとに、市民
の皆様へのご説明等を行っていきます。
また、市民説明会にご参加できない市民の皆様に対しても、ＩＲの実現に向けた本市の考
え方や懸念事項への取組等について、ご理解いただけるよう「広報よこはま」の活用や、
リーフレットの作成、わかりやすい動画の配信などを行っていきます。

地方自治体の増収効果が820億円～1200
億円と幅が広いですが、この数字が正
しいと仮定した場合、下ぶれだと820億
円。820億円増収でやっと大阪市と同等
程度。本当にＩＲを導入して行政サー
ビスが十分に出来るのか？

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。

又、増収効果は本当に見込めるのか？
※しかし、IRを導入しなければそれす
ら出来ないので導入は賛成です！増収
効果をもっと根拠等明確にしてくださ
い。

今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上だけではあ
りません。
この中には、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメン
ト施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市
民税なども含まれています。これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハ
ウや戦略の面から具体的な数字をお示しできませんが、今後、実施方針や区域整備計画を
策定する中で、施設の構成や規模が具体化してきますので、より精度の高い数値をお示し
していきます。

横浜の財政問題はわかります。ＩＲが
必要であったとしても、カジノは必表
でしょうか。カジノなしでのもっと違
う形を市長は考えられませんか？

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市長含め市職員が面談した外国事業者
名、面談年月日、時間、内容を過去３
年間分開示してください。カジノによ
る経済効果は市長の幻想か妄想。日本
の将来を担う青少年に対する悪影響は
極めて大きい。辞任し市民の信を問う
べきです。

現時点で、外国のＩＲ事業者との面談に関しては、面談した職員については、ＩＲに関す
る事業者対応の取り扱いに基づき、記録を作成しています。市長については、面談したこ
とはありません。
横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公正・中立
に事業を進めていきます。
ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

ＩＲが赤字運営になったらどうなるの
ですか？（市の負担など）

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。

外国人にとってどの辺りが魅力となっ
てＩＲに来ると考えているのでしょう
か？まったく魅力を感じません。カジ
ノ以外ほぼすでに揃っている気がしま
すが、増●●(判読不明）て成功する目
算はあるのですか？

横浜のＩＲでは、これまでにないスケールとクオリティのＭＩＣＥ施設、日本の伝統、文
化、芸術等を生かした魅力的なコンテンツを世界に発信する魅力増進施設、国内各地の魅
力を紹介し、国内各地に旅行者を送り出す送客施設、ラグジュアリーからカジュアルまで
の多彩なホテル群が一体となった日本初のリゾートを目指します。
ＩＲが横浜の新たな顔となり、国内外から多くの来訪者をお迎えし、インバウンド需要を
しっかりと取り込み、観光ＭＩＣＥ都市として確固たる地位を確立いたします。
なお、国連世界観光機関では、海外旅行者総数が2018年の14億人から2030年には18億人に
拡大すると予測しています。

住民投票してください。カジノに関し
て。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

（ＩＲ実現に向け強力に推進して欲し
いです。できればマリナベイサンズレ
ベルのＩＲ。）ＩＲ実現に向け、市民
が協力できるアクションにはどのよう
なことが挙げられるのでしょうか。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
今後も、事業の進捗にあわせ、節目ごとに、ＩＲの検討状況を情報発信していきますの
で、ご理解ご協力をお願いいたします。。

カジノ汚職が発覚しました。逮捕者は
現職国会議員でカジノ解禁推進法案が
衆議院内閣委員会でわずか６時間で強
行採決された時に●（判別不明）委員
長でした。こんな疑惑まみれが報道さ
れている時に、カジノを導入すること
は考えられません。市長はこの問題に
ついてどう考えるのですか。お答えく
ださい。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
なお、横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公
正・中立に事業を進めていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市民の多数はカジノについて反対して
います。市民に何年かけても理解でき
るように時間をかけて市民の意見を聞
いてください。私は緑のたくさんの横
浜を希望します。施設はいりません。
子ども達にも、それがいいのではない
でしょうか？お答えください。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。
横浜のＩＲでは、ガーデンシティ横浜を踏まえ、市民が花や緑、水辺により憩い楽しめる
プロムナードやオープンスペースなどを整備したいと考えています。

横浜市と契約したカジノ事業所が倒産
した場合、その負債は横浜市が負いま
すが、その対策は出来ていますか？

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。

また、山下ふ頭にＩＲカジノ事業者が
建てる場合はその土地の権利は横浜
市・国のままなのか業者に売却するの
か明確にしてください。売却する場合
は予定価格を知らせてください。カジ
ノはぜったい反対です！

現在、山下ふ頭約47haうち、国有地が約3.2ha（約6.8％）、横浜市有地が約42.6ha（約
90.7％）、民有地が約1.2ha（約2.5％）となっています。事業者に土地を売却するか賃貸
借するかは、まだ、決まっておりませんが、都心臨海部の貴重な土地であるため、貸付の
処分を予定しています。
事業者の公募前に策定する実施方針において、決定していく予定です。。

行政の掲げるギャンブル依存症対策
は、カジノ訪問回数の一律規制にとど
まり、ＩＲ事業者のResponsible
Gambling（RG)に任せっきりに見えま
す。ギャンブルを推進するＩＲ事業者
とは利益相反の一面があり、行政自ら
が各プレーヤーの訪問頻度等をビッグ
データ化、ＡＩで主体的に対応し、早
期検知に努めるべきと考えます。シン
ガポールでの実践例が参考になると思
います。その点についてお考えをお聞
きしたい。

横浜市では、従来の依存症対策に加え、➀依存症への総合的な取組、②予防教育の実施、
③事業者や研究・専門機関との研究、④調査による実態把握の4つの取組を進めていきま
す。
このうち③で、我が国のＩＲにおいて、どのような対策が合っているか等について、より
効果的な対策や予防教育の検討を事業者や研究・専門機関とともに、海外事例等を参考に
しながら研究を進めて行きます。

３年前の市長選の時、カジノ問題を
ひっこめたのに、突然言い出したの
は、卑怯です。何故ですか。ラスベガ
スのカジノ経営者が前のように経営が
うまくいかなくなったので、日本に目
をつけたと言われています。この経営
者がトランプ大統領の大の金銭授与者
で、トランプ、阿部、菅のラインの明
確です。林さんは車の売り上げでは
トップだったときいていますが、市長
であるならば、市民の幸福、安全を第
一に考えるべきです。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
二元代表制のもと、議決が必要な案件については、市民の皆さまに選ばれた市会の皆様に
お諮りしながら市政を進めていきます。

今日の説明にあったように少子高齢
化・人口減少が進むこれからの社会構
造にあっては、市政運営に必要なお
金、すなわち財源が不足してくること
は誰が見ても明らかなことです。その
財源確保策のひとつとしてＩＲの導入
に踏み切る横浜市の姿勢に賛成しま
す。ついては、ＩＲ導入で、将来の横
浜の福祉・医療・教育を充実させてい
くことについて、市長として約束して
いただけますか？

ＩＲ整備法では、その納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されています。
市民生活に身近な、医療や福祉、子育て、教育に重きを置いて活用することも可能です。
具体的な使途については、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

パスポート提示義務など反社会的勢力
対策、依存症対策を充実する。カジノ
入場料のレベル上昇なども必要では？

日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。
また、事業者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを
受けたスタッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されていま
す。
また、治安対策については、背面調査の実施による厳格な免許制や、マイナンバーカード
の本人確認により、暴力団員の事業への参入やカジノへの入場を禁止するなど、治安対策
がしっかりと規定されています。
なお、ＩＲ整備法では、カジノ施設への日本人の入場料を、6,000円としており事業者や
地方自治体が日本人の入場を制限することは、法制上できません。

有力カジノ業者に頼るのではなく、日
本独自のMICE施設の検討が必要では？

民間事業者の選定は、公募により行います。応募事業者は、海外のＩＲ事業者単独か、日
本企業を含む複数事業者の共同体による参加が想定されます。
横浜市としては、これまでにないスケールとクオリティを有し、新たなビジネスの起爆剤
となるようなＭＩＣＥ施設を整備していきたいと考えております。

セキュリティー対策はどのようになっ
ているか？
ＩＲ自体は税収・観光・国際化のため
横浜市に是非必要。
パチンコ・競馬などが認められる国
で、カジノ反対は納得感がない。

ＩＲ整備法では、背面調査の実施による厳格な免許制や、マイナンバーカードの本人確認
により、暴力団員の事業への参入やカジノへの入場を禁止するなど、治安対策がしっかり
と規定されています。
横浜市においても、今後策定する区域整備計画において、ＩＲエリア内での24時間体制の
警備､明るい施設計画やデザイン等による安全性の確保、周辺地域への防犯カメラの設
置、県警と連携した取組など、治安対策をしっかりとお示ししていきます。

今後の厳しい財政見通しを理由に、Ｉ
Ｒ誘致したいという理由は理解できま
す。しかし、その一方で多額の建設
費、維持費がかかり、赤字を垂れ流す
「新たな劇場整備」には全く賛同でき
ない。ＩＲについて賛否は特にない。
しかし、仮にＩＲの誘致に成功したと
しても、そのようなムダ事業に公費を
使うようではいけない。劇場など、日
帰りでいける東京にいくらでもある。
観たい人は東京に行くし、興味が無け
れば横浜市内どころか家の隣にあって
もいかないだろう。『本格的な舞台芸
術」に2億円も予算を積むなど、正気の
沙汰ではない。市長の趣味になぜ多額
の税金を投じるのか。明確な説明をい
ただきたい。想定QA（おそらくそうい
うものを用意しているのでしょう）の
丸写し・棒読みでは納得できない。

新たな劇場については、今後、基本計画の策定や管理・運営に関する調査を行っていく予
定です。

横浜でＩＲ（カジノ）ロビー活動をし
ている（全）業者名を教えてくださ
い。

横浜市において、実施要領を作成し公表のうえ、ＲＦＩ（情報提供依頼）やＲＦＣ（コン
セプト募集）といった公正な枠組みにおいて、ＩＲ事業者等から協力を得、ヒヤリングを
行っています。
横浜市では、ＩＲに関する事業者対応の取扱いを平成30年８月に定めた以降、政策に影響
を及ぼす私的な政治活動をしているＩＲ事業者について、これまで対応した記録はありま
せん。

ＩＲ（カジノ）業者との契約は何年間
となるのでしょうか。

区域整備計画の認定後、横浜市と民間事業者を実施協定を速やかに締結します。
実施協定の有効期間については、ＩＲ事業は長期間にわたる安定的で継続的な実施の確保
が必要であることを踏まえ、横浜市とＩＲ事業者との合意により、区域整備計画の認定の
有効期間を超えた期間を定めることも可能とさえております。
現在、ＲＦＣでは、40年としヒアリングしていますが、実際の協定の期間は、事業者の公
募前に策定する実施方針において定めていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

契約期間内に契約を破棄すると、違約
金はどの程度支払うのでしょうか。

事業実施のリスク分担については、実施協定に定められることになります。
実施協定については、事業者と横浜市が作成する区域整備計画において案をお示ししてい
きます。

ＩＲ（カジノ）に関する横浜市の負担
金額はどの程度見積もっているので
しょうか。

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
ただし、ＩＲ整備法においては、ＩＲを設置する自治体は、ＩＲ区域の整備推進に関する
施策やカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策
を、国との適切な役割分担の下、実施する責務を有するとされています。
ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持、周辺地域との回遊性を高めるため
の都市基盤整備など、ＩＲの懸念事項等に関する自治体の施策に係る経費については、区
域整備計画の策定までに明らかにしていきます。

横浜市がＩＲ（カジノ）誘致を決断す
るにあたって、政府（菅官房長）の働
きかけがありましたか。

横浜市として判断したものです。

依存症患者への治療は横浜市が全て責
任を持つのですか。

横浜市は、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うため、国・事
業者との役割分担の下、必要な施策を策定し実施する責務を有すると認識しております。

市としては、いつＩＲの開業を考えて
いるのか？

2020年代後半の開業を想定しています。

「依存症への具体的対策４」で、「②
予防、教育の実施」が「令和４年度か
ら高校の保健体育で啓発」とありま
す、具体的には、カジノそのものを知
らせ、依存症にならない対応を話すの
ですか？中学生、小学生へは対象外に
なりますか？

国のギャンブル等依存症対策推進基本計画に基づき、文部科学省が高等学校学習指導要領
保健体育科の指導内容の一つとして取り組むとしています。同省が平成31年に発行した、
生徒の心と体を守るための指導参考資料では、パチンコは18歳、公営競技は20歳から行う
ことができ、ギャンブル等への「のめり込み」により病院に訪れた患者のギャンブル開始
年齢が20歳ごろであることを考えると、ギャンブル等に関る問題は、高校生にとっても近
い将来に生じうる身近な問題とされています。
国の取組は高校生のみが対象ですが、横浜市では、小中学校を対象にしたゲーム障害・
ネット依存に対して実態調査を行うなど、取組を進めていきます。

横浜市は、ＩＲ事業者に対して、防災
上の規制もしくは対策の要求はどのよ
うに行うのでしょうか。地震・津波対
策をどのように行うのか、知りたいと
思っています。

山下ふ頭のＩＲによる街づくりにおいては、津波・高潮等の対応など地域の特性も踏まえ
ながら、２階レベルでの歩行者動線を確保すなど、災害に強くしなやかな街づくりを目指
します。
ＩＲには、世界規模の展示施設やホテルなどが整備されますので、その大きな空間を生か
して、食料や物資の備蓄も行える避難場所、さらには帰宅困難者一時滞在施設としての役
割をしっかりと果たすよう、具体化を進めていきます。
さらに、災害時に停電が発生した場合でも自立して電力を供給できるシステムの整備、岸
壁や桟橋などを利用した救援物資や援助隊の受け入れなど、地域の防災拠点としての役割
についても検討を進めていきます。

林市長のご説明は非常にわかりやす
かったです。ＩＲを進めるべきと感じ
ました。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

他地域（マカオ、シンガポール、他の
国内都市など）と比べたとき、横浜の
ＩＲの強み、勝算はどこにあるのか。

横浜は、現時点で首都圏唯一の候補地であり、後背人口が日本最大であること、また、羽
田空港に近い等、恵まれた交通アクセス、美しいウォーターフロントに47haの広大な敷地
を有していること、先進的な街づくりを市民とともに進めてきた実績があること、などか
ら、日本を代表する魅力的なＩＲを整備することができると考えています。
また、平成30年度に実施した事業者への情報提供依頼において、海外でＩＲを運営する事
業者をはじめ12者の事業者から横浜の可能性を伺っています。

1,200憶円の増収は、8,000憶円もの賭
博での負け金を前提にしている。人の
不幸での増収は大問題である。

今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上だけではあ
りません。
この中には、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメン
ト施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市
民税なども含まれています。
日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。

消費税が上がって、デパートの売り上
げさえ悪くなっている今日、何回もリ
ゾートに行くんだろうか。

世界水準のＭＩＣＥ施設やホテル、エンターテインメントが一体となった、都市型のハー
バーリゾートにふさわしいＩＲをつくりあげたいと考えています。
ＩＲが横浜の新たな顔となり、国内外から多くの来訪者をお迎えし、インバウンド需要を
しっかりと取り込み、観光ＭＩＣＥ都市として確固たる地位を確立いたします。
同時に、お子様も楽しめるアトラクション施設など、市民の皆さまが憩える、横浜の景観
に調和したリゾートにしたいと考えています。
なお、国連世界観光機関では、海外旅行者総数が2018年の14億人から2030年には18億人に
拡大すると予測しています。

横浜市の関わり方がちっとも解らな
い！

横浜市が民間事業者を選定した後、民間事業者と共同で区域整備計画を策定し、国に認定
申請を行います。計画認定後、民間事業者と横浜市が実施協定を締結します。
横浜市は、民間事業者に対して、区域整備計画の適正な実施及び実施協定の確実な履行の
ため、業務若しくは経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示
をすることとなります。

ＩＲ施設個々のコンセプトが見えな
い。どのようなリゾート施設を望んて
いるのか？
市民及び観光客　共に楽しめる

世界水準のＭＩＣＥ施設やホテル、エンターテインメントが一体となった、都市型のハー
バーリゾートにふさわしいＩＲをつくりあげたいと考えています。
ＩＲが横浜の新たな顔となり、国内外から多くの来訪者をお迎えし、インバウンド需要を
しっかりと取り込み、観光ＭＩＣＥ都市として確固たる地位を確立いたします。
同時に、お子様も楽しめるアトラクション施設など、市民の皆さまが憩える、横浜の景観
に調和したリゾートにしたいと考えています。
ＩＲ施設個々のコンセプトや内容については、今後策定する区域整備計画でお示ししてい
きます。

横浜市は将来、財政が苦しくなるか
ら、カジノで歳入増を図りたいとの説
明ですが、増収効果820憶円～1,200憶
円の内訳を項目ごとに、例えばＩＲに
よる納付金はいくら～と説明してくだ
さい。また、カジノによるそれらの収
入は、各々いくらになるか示してくだ
さい。良いことだけ一方的に言って説
明したことにしないでください。

今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上だけではあ
りません。
この中には、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメン
ト施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市
民税なども含まれています。これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハ
ウや戦略の面から具体的な数字をお示しできませんが、今後、実施方針や区域整備計画を
策定する中で、施設の構成や規模が具体化してきますので、より精度の高い数値をお示し
していきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲによる増収効果が 1,000憶円／年
発生した場合、横浜市としては、何費
に増強して、それによって市民の生活
は何が変わりますか？

ＩＲ整備法では、その納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されています。
市民生活に身近な、医療や福祉、子育て、教育に重きを置いて活用することも可能です。
具体的な使途については、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。

他の検討案、選択肢、経済効果、観光
の活性化を行うプランはありますか？
ＩＲ前提、カジノありきで話が進めら
れている気がしました。ホントの市民
や市の課題は何で、解決策はＩＲだけ
では無いのでは？と思います。

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年７月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。
また、市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆
様の個人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つとなっています。

どうすると市民の理解が得られると考
えますか？なぜ市民の理解が得られな
いと考えていますか？

市民説明会でのアンケートでは、一定数の参加者が理解が深まった、やや深まったと回答
されています。引き続き、事業の進捗に応じて説明や、広報を行うことで、市民の皆さま
のご理解を深めていきたいたいと考えています。

前回の選挙時、「白紙」と言ってが、
それ以前まではＩＲ賛成の立場であっ
た。「ＩＲ賛成では選挙に勝てない」
と踏んだから「白紙」表明したのです
よネ？ちなみに私は林さんへは一度も
投票したことはありません。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

神奈川区質疑の質問１に対する回答が
明確でない。「合意形成の確保」は具
体的にどのようにするのか？

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

悲しいことですが日本国は滅びるで
しょう。すばらしい伝統工芸技術は存
続できず、美しい日本人の心も亡くな
ります。魅力が無くなった日本は観光
先進国になり得ません。カジノは人の
道に反し、亡国を速めるでしょう。統
合型リゾート事業の再考を要望しま
す。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

詳しいＩＲ導入計画内容を知らせてく
ださい。

今後、公募により民間事業者選定し、民間事業者と横浜市が共同で策定する中で、施設の
構成や規模などが明確化しますので、区域整備計画でお示ししていきます。

正直、絶対に反対という意見ではあり
ません。ＴＶやネットのニュースを見
ると、市民が挙げるデメリットや不安
の声に芯を捉えた回答が市から返って
きてないと感じました。当然、メリッ
トがある事なので、横浜市も進めたい
のだと思います。質問は全てが具体的
でないので、そういった説明会は開催
してもらえませんか？

来年度以降についても、実施方針や区域整備方針の作成など、手続きの節目ごとに、市民
の皆様へのご説明等を行っていきます。
また、市民説明会にご参加できない市民の皆様に対しても、ＩＲの実現に向けた本市の考
え方や懸念事項への取組等について、ご理解いただけるよう「広報よこはま」の活用や、
リーフレットの作成、わかりやすい動画の配信などを行っていきます。

健全なカジノとは具体的にどういうも
のなのか？入場制限をしても、依存症
対策をしても、賭博は日本の法律で犯
罪である。

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

カジノを除いた開発はできませんか。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

公費は最小限との事ですが、実際、Ｉ
Ｒ事業中何％で、いくら位の予定です
か？どういった事に使いますか？それ
は市全体の歳出予算の何％とみていま
すか？

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
ただし、ＩＲ整備法においては、ＩＲを設置する自治体は、ＩＲ区域の整備推進に関する
施策やカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策
を、国との適切な役割分担の下、実施する責務を有するとされています。
ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持、周辺地域との回遊性を高めるため
の都市基盤整備など、ＩＲの懸念事項等に関する自治体の施策に係る経費については、区
域整備計画の策定までに明らかにしていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

どれくらいの人が入り、どれくらいの
税収を見込んでいますか？

事業者から提供された情報では、ＩＲの訪問者数は2,000万人から4,000万人となっていま
す。数字に幅があるのは、事業者ごとに整備を想定する施設構成や規模が異なるためであ
り、国際会議場や展示場、カジノなどの有料施設や無料施設を含むＩＲ区域全体の来訪者
数を示したものです。
また、ＩＲによる横浜市の増収効果は、年間820億円から1,200億円となっています。この
数値は、ご協力していただいた事業者の皆様から精査のうえ提供いただいた施設規模や収
支見込みなどを基に、それぞれの税収見込み等を市で算出したものです。

野次がうるさいです。 円滑な説明会の運営に努めていきます。

３つの地域に認定されるための施策は
ありますか？あったら簡単に説明して
ほしい。

横浜は、現時点で首都圏唯一の候補地であり、後背人口が日本最大であること、また、羽
田空港に近い等、恵まれた交通アクセス、美しいウォーターフロントに47haの広大な敷地
を有していること、先進的な街づくりを市民とともに進めてきた実績があること、などか
ら、日本を代表する魅力的なＩＲを整備することができると考えています。

認定される可能性はどれ位でしょう
か？

横浜は、現時点で首都圏唯一の候補地であり、後背人口が日本最大であること、また、羽
田空港に近い等、恵まれた交通アクセス、美しいウォーターフロントに47haの広大な敷地
を有していること、先進的な街づくりを市民とともに進めてきた実績があること、などか
ら、日本を代表する魅力的なＩＲを整備することができると考えています。

カジノ誘致はやめていただけません
か？博打で利益をあげる（日本では犯
罪です）企業を儲けさせたうえで利益

ＩＲにおけるカジノ制度と刑法の賭博に関する法制との整合性については、国におけるＩ
Ｒ整備法の検討の際に、「目的の公益性」などの８つの観点をもとに検討されています。
その検討の結果を踏まえ、国が観光先進国を目指す中、2018年７月に成立したＩＲ整備法
により、我が国においては、免許を取得した事業者がＩＲ区域内でカジノを設置・運営す
ることが合法化されています。
日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。

又、国策と広報にはありましたが、そ
の国は少子化については（国会での産
まなければいい野次）、ＩＲに深い関
係を持った議員の汚職疑惑とありま
す。国が無責任なまま横浜市が尻ぬぐ
いをする形になるのではないでしょう
か。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けていくためにはＩＲ
を実現する必要があると、横浜市として判断したものです。
なお、横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公
正・中立に事業を進めていきます。

カジノの客は海外観光客とされていま
すが、どのような層を想定しています
か？結局日本人が多くなるのでは？

ＩＲへの訪問者数2,000万人から4,000万人のうち、国内観光客の割合は66％から79％とし
ています。
この中には、ＭＩＣＥやエンターテイメント、ショッピングモールや無料のアトラクショ
ンを利用する市民の皆様や国内の観光客も含まれています。
海外観光客の利用者数の割合は34％から21％ですが、消費単価は国内利用者よりも高く、
ＭＩＣＥ参加者の消費額の平均は高くなっています。

ＩＲの運営にカジノが必要との説明で
したが、正直にいって納得できませ
ん。カジノはしょせん博打であり、歴
史的にウラの世界を除くことはできな
いと思う。カジノなしの運営に〇（判
別不明）力すべきと思います。なぜカ
ジノにこだわるのですか。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市民がこれからの行政サービスがどう
あるべきかを考える良い機会だと思
う。既に良好な行政サービスができな
くなっていると感じることが多いの
で、ＩＲ推進は賛成です（質問ではな
く意見です）。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

ＩＲの収益で建替えの必要な中学校に
給食室は作りますか？その予定はある
のでしょうか。多くの親が中学の給食
を希望していると思います。

ＩＲの収益を主にどこへ使う計画です
か？

カジノなしのＩＲを作った場合の経済
効果はどの程度になると試算している
か。

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年７月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。

山下ふ頭にＩＲを整備するのは事業者
であるかと思うが、そこまでのアクセ
ス、例えば元町中華街駅からの道路な
どを整備するのは市の役目かと思いま
す。どのくらいの規模の費用を見込ん
でいるのか、そういった説明もないと
ＩＲについて理解を進めようと思って
も、色々と疑問に思ってしまいます。
市が負担する税金の見込みはどのくら
いになるのか、教えてください。

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
ただし、ＩＲ整備法においては、ＩＲを設置する自治体は、ＩＲ区域の整備推進に関する
施策やカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策
を、国との適切な役割分担の下、実施する責務を有するとされています。
ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持、周辺地域との回遊性を高めるため
の都市基盤整備など、ＩＲの懸念事項等に関する自治体の施策に係る経費については、区
域整備計画の策定までに明らかにしていきます。

依存症について、実際に軽～重度の方
本人や家族（いくつかのグループ）の
ケアをして、有効なデータ（効力の有
無）が出てからでなければ、市民の賛
同は得られないのではないでしょう
か。

横浜市では、これまでアルコールや薬物、ギャンブル等の依存症者や家族への支援を中心
とした総合的な依存症対策を進めています。こころの健康相談センターにおいて依存症相
談窓口を開設するなど、当事者や家族の支援に取り組んでいます。
これらに加え、➀依存症への総合的な取組、②予防教育の実施、③事業者や研究・専門機
関との研究、④調査による実態把握の４つの取組を進めていきます。

ＩＲ整備法では、その納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されています。
市民生活に身近な、医療や福祉、子育て、教育に重きを置いて活用することも可能です。
具体的な使途については、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲ周辺の治安もですが、ＩＲに集
まってきた人が住民の生活域に入り込
んで「悪さ」をすることを、市民は懸
念していると思います。

周辺地域への防犯カメラの設置、県警と連携した取組など、治安対策をしっかりと取り組
んでいきます。
具体的な施策については、区域整備計画の策定までにお示ししていきます。
なお、国が参考にしているシンガポールの事例では、2010年に２つのＩＲが設置されまし
たが、カジノの設置の前後において、外国人旅行客は約１.８倍に増加していますが（一
般的には、観光客が増えると犯罪率が増えると言われて言いますが）、人口10万人当たり
の犯罪認知率に大きな変化は見られません。

ＩＲをすることでどの程度、経済効果
を期待しているのか。

ＩＲの経済波及効果は、建設時7,500億円から1兆2,000億円、運営時に年間6,300億円から
１兆円となっています。
この効果の算定にあたっては、事業者ごとに施設構成や規模、ＩＲ全体の売上などの異
なった情報が提供された中で、この数値を市と監査法人で確認し、本市の産業連関表を用
いて波及効果を算出したものです。

税金は投入されるのですか？いくらで
しょうか？具体的な数字。

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
ただし、ＩＲ整備法においては、ＩＲを設置する自治体は、ＩＲ区域の整備推進に関する
施策やカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策
を、国との適切な役割分担の下、実施する責務を有するとされています。
ギャンブル等依存症の予防・治療・調査、治安の維持、周辺地域との回遊性を高めるため
の都市基盤整備など、ＩＲの懸念事項等に関する自治体の施策に係る経費については、区
域整備計画の策定までに明らかにしていきます。

財政の改善による、1,200憶を得るため
の売上はいくらになりますか？その全
体の収入のうち、カジノの売上はいく
らを想定していますか？

今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上に加え、床
面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメント施設など大規
模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市民税なども含ま
れています。これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハウや戦略の面か
ら具体的な数字をお示しできませんが、今後、実施方針や区域整備計画を策定する中で、
施設の構成や規模が具体化してきますので、より精度の高い数値をお示ししていきます。
なお、日本型ＩＲの参考としているシンガポールの事例ではＩＲの売上の70パーセント程
度がカジノの売上となっています。

ＩＲの中でカジノはなくてもよいと考
えていますが、カジノなしではできな
いのでしょうか？

健全なカジノと言いながら、依存症や
治安対策などのリスクがあると書いて
ある。３％程度なら０％でよくないで
すか？

横浜市の財政が厳しいというのがＩＲ
を造る理由となっているのであれば、
日本一高い横浜市長の給与を下げ、退
職金もなくすべきだと思います。自分
の給与を下げる考えはないのですか？

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
あわせて、毎年度、事務事業の見直し等に努めており、過去３年間で300億円を超える効
果を出しています。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年７月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

前市長のときの借金は全て返済が終
わっているのですか。ＩＲの推進費用
に早くも４憶円の予算を計上しようと
しているとのこと。そのお金を子ども
や老人のために使うべきだと思いま
す。

令和２年度予算案に計上した金額は、将来の横浜が抱える課題の解決のため、ＩＲの実現
に向けて、民間事業者の選定や区域整備計画の策定に必要な費用として計上しています。

運営が民間であったら、横浜市財政が
潤うことはないのではないですか。

ＩＲによる横浜市の増収効果は、年間820億円から1,200億円となっています。
これらには、ＩＲ整備法に規定されたカジノ納付金（設置自治体と国に粗収益の15％ずつ
納付）、入場料納入金（日本人等１人あたり設置自治体と国に3,000円ずつ）に加え、Ｉ
Ｒ施設全体の建物等にかかる固定資産税等、民間事業者の法人市民税などの合計額となっ
ています。
この数値は、ご協力していただいた事業者の皆様から精査のうえ提供いただいた施設規模
や収支見込みなどを基に、それぞれの税収見込み等を市で算出したものです。
ＩＲ整備法では、その納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されていますので、市民生活に身近な、医療や福祉、子育て、教育に重きを置いて活
用することも可能です。
具体的な使途及び額については、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。

国際見本市で武器を扱うことはありま
せんか。

幕張メッセでは総合的な防衛装備品の見本市が開かれています。見本市や展示会の内容に
ついては、現段階では不明なため、今後ＩＲ事業者と協議してまいります。

ＩＲ担当の職員やこの説明会も無駄で
はないですか。

横浜市では、令和元年８月にＩＲの実現に向けて本格的な検討・準備を進めると表明をさ
せていただきました。
今回の説明会では、横浜の現状や横浜が目指すＩＲの姿等についてご説明し、ご質問への
回答等を通して、市民の皆さまのご理解を深めていただく趣旨で開催しています。

多数の雇用を生み出す可能性があると
思いますが、神奈川県民、横浜市民、
あらゆる年代の採用は検討されます
か？

神奈川県民・横浜市民の若者から高齢者まで、皆様にとって雇用の選択肢が増えるととも
に、国内外からの働き手が集まり、人口増にも貢献するような、魅力あるＩＲを実現した
いと考えています。

税収につなげる具体的なプロセスが知
りたい。抜け道のない方法を考えてい
るのでしょうか。例えばシンガポール
のマイナス面も説明が欲しい。その対
策法も。

今回お示ししている820億円から1,200億円の横浜市の増収額は、カジノの売上だけではあ
りません。
この中には、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメン
ト施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市
民税なども含まれています。
シンガポールのＩＲは、多少、宿泊費が高価であり、横浜のＩＲでは、ラグジュアリーな
ものからカジュアルなものまで多彩なホテルを整備したいと考えています。

ＩＲ、特にカジノの面積は３％なの
に、収益は７割くらいのウェイトを占
める構造は、カジノの敗者に依存して
いるビジネスモデルで、win-winと言え
ず、負のモデルであり、私は反対であ
る。カジノに依存することなく、ＩＲ
を目指すことはできないのか。観光都
市横浜を盛り上げていく政策を考える
のが市の役割ではないか。

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年７月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

どういうビジネスモデルになっている
か具体的に明示してほしい。

ＩＲに訪れる観光客数の割合は日本人が多くなることが見込まれる一方、有識者からは、
カジノにおける日本人からの売上は、半分程度となると言われています。
また、ＩＲ整備法では、カジノの収益（ＧＧＲ：かけ額と配当額の差額）の３０％を国と
設置自治体に納付すること。カジノの収益を、先行投資したＩＲ施設の建設費の償還や、
ＭＩＣＥ施設等のＩＲ施設の運営に充てること。
ＩＲ事業者は、長期的にＩＲの魅力を維持し続けていくため、カジノによる収益を再投資
し、ＩＲの事業内容の向上やＩＲ整備計画に関する施策への協力に充てるよう努めなけれ
ばならないこと
を義務づけられており、カジノの収益が国内に還元される仕組みとなっています。

又、林市長は途中で意見を変更するの
は卑怯である。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

収益の75％を占めるカジノの構造を教
えてほしい。

カジノ営業の収益の仕組みは、ゲームのルールやゲーミングマシンにあらかじめ「胴元の
有利さ」が組み込まれており、ゲームが大量回数行われることにより、確率的に計算され
た期待収益額に近似した収益額をカジノ側が上げる方法や、顧客の掛け金の総体からカジ
ノ側が最初に一定割合（控除率）を天引きし、残額を勝利者に払い戻す方法により、営業
することが可能となります。

最近判明した国会議員のＩＲ汚職につ
いてどう思っているのか。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
なお、横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公
正・中立に事業を進めていきます。

推進は変わらないのか。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

今、話題になっている、ＩＲに関する
政治家の不祥事について、横浜市とし
てどのように考えていますか？

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
なお、横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公
正・中立に事業を進めていきます。

住民投票をする気はないのでしょう
か？（市民の意見を幅広く聞く）

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲはカジノ抜きでは成り立たないと
の考えですか？

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

横浜で暮らしたいとの目標を掲げられ
ているが、本当にＩＲは住民を呼ぶと
の考えでしょうか。

市民の皆様にとって雇用の選択肢が増えるとともに、国内外からの働き手が集まり、人口
増にも貢献するような、魅力あるＩＲを実現したいと考えています。

横浜市の将来に関わることで、市民の
反対が多いのに、何故住民投票を行わ
ないのですか。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

「カジノ誘致は白紙」として市長に当
選したのに、公約違反ではないでしょ
うか。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

ＩＲはともかく、何故カジノが必要な
のですか。他に策を検討する余地はな
いでしょうか。

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年７月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。

市長の報酬は全国一高額で、桜木町に
新しく立派な市役所を建設しているの
に、カジノを反対を押し切って財政困
難という理由で誘致するのは、説得力
に乏しくないですか。

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。あわせて、毎年度、事務事業の見直し等に努めており、過去３
年間で300億円を超える効果を出しています。
ＩＲも様々な対応策の一つとなっています。
なお、新市庁舎は、新市庁舎を整備した場合と、整備しないで現市庁舎と民間ビルを借り
続ける費用を比較したうえで判断し、事業に至ったものです。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

何故カジノか、まるでわからない！！

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法や
ギャンブル等依存症対策基本法など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治
体・事業者・関係団体がしっかりと協力することで、依存症の方を増やさないように取り
組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

反対派の超大物とどう向き合い、対話
し、説得しようとするのか？

事業を進めるうえでは、港湾事業者等の皆さまのご理解・ご協力が大切です。引き続き丁
寧に調整しながら進めてまいります。

市長はズーと横浜に住み続けて、カジ
ノを見守る覚悟がありますか。

横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けていくためには、Ｉ
Ｒを実現する必要があるという結論に至ったものですので、横浜の市民の皆様にご安心い
ただき楽しんでいただくリゾートが実現できることを望んでいます。

莫大な税金を使って作ったカジノ（賭
博場）の利益が、市民に行き渡るのは
何年後か教えてください。

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
カジノ納付金や入場料、ＩＲ全体の固定資産税や法人市民税等は、営業開始後、毎年の横
浜市の増収額になりますので、市民の皆さまの必要な施策に充当することができます。

赤字になっても林市長には責任を取っ
てもらえません。誰が責任を取るので
すか。教えてください。

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。

箱物は反対です。

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年７月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。

現在、反対の立場の山下ふ頭利用者の
港湾組合（？）をどう説明、説得する
のか、具体策を！！

事業を進めるうえでは、港湾事業者等の皆さまのご理解・ご協力が大切です。引き続き丁
寧に調整しながら進めてまいります。

ＩＲの誘致の一因は財政難と聞いてい
ますが、その財政難の横浜市の議員報
酬が全国の市区町村で一番高額なのは
なぜですか？

市議会議員の報酬については、議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例に基づき各
都市の実情にあわせ適正額が定められているものと認識しています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ギャンブル依存症は治らない病で、医
者も認めています。現在、300万人いる
そうです。人間を壊すカジノを認めて
はなりません。依存症をゼロにする対
策はありますか。

日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。
また、事業者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを
受けたスタッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されていま
す。
横浜市では、これまでアルコールや薬物、ギャンブル等の依存症者や家族への支援を中心
とした総合的な依存症対策を進めています。こころの健康相談センターにおいて依存症相
談窓口を開設するなど、当事者や家族の支援に取り組んでいます。
今後、民間団体との連携や、市の窓口の相談拠点化を進めるほか、インターネットゲーム
障害など新たな依存症についても普及啓発等の取組を進めます。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、ギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

想定されるエリアである山下ふ頭に
は、民有地、民有の建物等もあると聞
いています。ＩＲの建設工事等に支障
ないのでしょうか。これらの所有者の
賛同は得られているのでしょうか。

事業を進めるうえでは、港湾事業者等の皆さまのご理解・ご協力が大切です。引き続き丁
寧に調整しながら進めてまいります。

すでにカジノ誘致でワイロを受け取っ
た国会議員が逮捕されるなど問題に
なっている。本日の国会質問でも、博
徒結合図利罪は刑法185条、186条でイ
カサマトバクは懲役３年、罰金300万。
アメリカのカジノ業者と安倍首相が面
接、誘致に強い要請があったと思われ
る。市長選で林市長は、カジノは白紙
と表明したではないか。どう考えてい
るのか。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
また、ＩＲの実現に向けては、これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていな
い」という意味で「白紙」としていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

ＩＲにカジノはいらないのではない
か。なぜ必要か。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にするため、国内外から多く
の人々を呼び込む大規模コンベンション機能が必要と考えており、ＭＩＣＥ施設等の整
備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民設民営手法であるＩＲが、最も有効な
手法と考えます。

国民投票してほしい。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲ（統合型リゾート）を誘致するに
至ったプロセス、その決断のプロセス
について聞きます。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

市長、側近の方、調査部門の方等は実
際に世界のどのＩＲ、カジノ等を訪れ
て調査、分析しましたか。具体的にど
の国の、どの施設のようなＩＲにしよ
うと思っていますか。（類型となるの
は〇（判別不明）？）（世界のどこに
もない、最高のＩＲなどという回答で
は、回答になっていないと思います）

海外のＩＲについては、平成26年度からの検討調査で、研究するとともに、これまで職員
が、シンガポール、マカオ等のカジノを視察しています。
ＩＲの施設の具体的な内容については、今後事業者を選定し、事業者と横浜市が策定する
区域整備計画でお示ししてまいります。

市民は怒っています。選挙のときは白
紙に戻し、市民に説明もなくこの計画
を決められたかの様にこの説明とは納
得できない。横浜の歴史ある町を、こ
の様なことで変えないでほしい。税金
の無駄使いではありませんか。未来を
…というが、市民にとってプラスにな
らないのではと思います。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

依存症が心配、そのための対応はしっ
かりしていくということが本末転倒。
依存症になった人の人生はどうなる。
一生の問題になるのでは。

日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。
また、事業者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを
受けたスタッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されていま
す。
横浜市では、これまでアルコールや薬物、ギャンブル等の依存症者や家族への支援を中心
とした総合的な依存症対策を進めています。こころの健康相談センターにおいて依存症相
談窓口を開設するなど、当事者や家族の支援に取り組んでいます。
今後、民間団体との連携や、市の窓口の相談拠点化を進めるほか、インターネットゲーム
障害など新たな依存症についても普及啓発等の取組を進めます。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、ギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

区域内外の防犯措置の強化について
は、どの程度の税金が投入されるの
か。

治安の維持やギャンブル等依存症の予防・治療・調査など、ＩＲの懸念事項等に関する自
治体の施策に係る経費については、区域整備計画の策定までに明らかにしていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

山下ふ頭への交通手段の整備はどうす
るのか。

事業者へのコンセプト募集（サウンディング調査）等を行う中で、ＬＲＴなどの中量輸送
手段も含め様々な交通対策について検討します。
また、自動車交通に伴う交通対策については道路の新設・拡幅、交通規制などの対策を検
討していきます。
歩行者交通に伴うアクセス手段については元町中華街駅から山下ふ頭までの、歩道の拡
幅、地下道やペデストリアンデッキの新設などの対策を検討していきます。
具体的な計画は、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。

マイナンバーカードによる入場制限方
法は確定なのか。

ＩＲ整備法では、日本人等は、カジノの入退場時にマイナンバーカードによる本人確認を
行うと規定しています。

３年前の市長選挙のときは、”市民の
意見をふまえたうえで決める””現在
は白紙”と言っていたのに、市民の意
見を聞かずに導入の方向を決めたのは
なぜか？

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

ＩＲ区域内の消費額は4,500憶～、訪問
者数2,000万人～とのことだが、このう
ちカジノでの消費額と訪問者数はどの
程度見込んでいるのか？

ＩＲによる横浜市の増収効果は、年間820億円から1,200億円となっています。
この数値は、ご協力していただいた事業者の皆様から精査のうえ提供いただいた施設規模
や収支見込みなどを基に、それぞれの税収見込み等を市で算出したものです。情報の中に
は、カジノ収益の情報もいただいていますが、事業者のノウハウに関する部分でもあり、
公募前の現段階では、皆さまにお伝え出来ない状況です。
訪問者数についても同様となっており、今後、公募により選定された事業者と作成する区
域整備計画において、施設の構成や規模が具体化する中で、明らかにしていきます。

関内・関外地区など周辺部の飲食業、
商業にどのようなマイナスの影響が発
生するのか？検討したのか？

ＩＲ区域内の、大規模なＭＩＣＥ施設や魅力施設等により、来街者の増加やビジネスの機
会が創出され、新たな需要と消費を生み出し、経済効果を広範囲に及ぼすものと考えてい
ます。
また、ＩＲの推進と合わせて、周辺地域の魅力向上に努めるとともに、ＩＲと周辺地域が
連携することで、相乗効果を生み出していきます。
先進事例である、シンガポールでは、２つのＩＲのオープンに伴って、外国人観光消費額
は10年足らずで倍増するなど、周辺地域へのシャワー効果が確認されております。

2,000万人～4,000万人の訪問者という
が、どのような人々がどこから来ると
想定しているのか？

ＩＲへの訪問者数2,000万人から4,000万人のうち、国内観光客の割合は66％から79％とし
ています。数字に幅があるのは、事業者ごとに整備を想定する施設構成や規模が異なるた
めであり、それぞれの事業者が来街者がどこから来るのか各々の考えで設定しています
が、事業者のノウハウのため、現時点では公表できません。
今後、公募により選定された事業者と作成する区域整備計画において、明らかにしていき
ます。

想定どおりの税収がみられず、市に多
くのマイナスの影響が発生した場合、
誰がどのように責任を取るのか？林氏
はどのように責任をとるつもりか？

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市長の姿勢として、ＩＲ（カジノ）を
誘致したいのなら、なぜ市長選挙で取
り上げなかったのか？前回の市長選で
ＩＲはぼかしておいて、今になって推
進するとはやり方がずるいのではない
か？

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

税金はリゾート施設ではなく、基本的
インフラに投入してほしいです。耐震
改修の助成や老朽化した橋の改修、電
線の地中化等。全ての市民のメリット
になる事業は、地味でも大切と思いま
す。遊興施設に税金が使われるのには
納得できません。

ＩＲ整備法では、ＩＲにおける施設の設置・運営は民間事業者が行うことになっており、
公費の負担を最小限にして国際競争力の高い滞在型観光を実現する国家的なプロジェクト
として位置づけられています。
また、ＩＲによる増収効果は、年間820億円から1,200億円となっています。ＩＲ整備法で
は、その納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されています

特にカジノには不安があります。巨大
なお金が集まる場所には、それを狙う
人や組織も集まります。マネーロンダ
リングや犯罪が増えると考えます。

ＩＲ整備法では、背面調査の実施による厳格な免許制や、マイナンバーカードの本人確認
により、暴力団員の事業への参入やカジノへの入場を禁止するなど、治安対策がしっかり
と規定されています。
横浜市においても、ＩＲエリア内での24時間体制の警備､明るい施設計画やデザイン等に
よる安全性の確保、周辺地域への防犯カメラの設置、県警と連携した取組など、治安対策
にしっかりと取り組んでいきます。
具体的な施策については、区域整備計画の策定までにお示ししていきます。
なお、国が参考にしているシンガポールの事例では、2010年に２つのＩＲが設置されまし
たが、カジノの設置の前後において、外国人旅行客は約１.８倍に増加していますが（一
般的には、観光客が増えると犯罪率が増えると言われて言いますが）、人口10万人当たり
の犯罪認知率に大きな変化は見られません。

３％でもカジノは要りません。ラグ
ジュアリー、非日常も不要。人工物は
維持、管理にコストがかかります。タ
ヌキの皮算用では？

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。

市長は選挙で民意を聞くべきではあり
ませんか？

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

本日、この会場には若い人が少ないで
すが、若い方々への説明がキチンとで
きないと実現が難しくなると思います
が、若い方々への説明はどの様にして
いますか？（若い人とは20～30代のこ
とです）

大学生等をターゲットとした出前講座など、若い人にも向けた説明や広報を検討、実施し
ていきます。
３月６日にパブリックコメントを開始した「横浜ＩＲの方向性」については、市内大学の
広報チャネルを通じて、周知を行っています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲ反対者が非常に多いですが、今の
ままだと反対者の数は減らないと思い
ます。市民の多数が反対でも、このＩ
Ｒプランは進めていくのでしょうか？

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

３%以下のカジノからどのくらいの収益
を見込むのか？　820億円～1200億円の
何％？

これから事業者を公募する現在の段階では、事業者のノウハウや戦略の面からカジノの収
益を公表することができませんが、日本型ＩＲの参考としているシンガポールの事例では
ＩＲ全体の売り上げの70パーセント程度がカジノの売上となっています。
なお、今回お示ししている820億円から1,200億円は、横浜市の増収額であり、カジノの売
上のほか、床面積の３％以内のカジノを含めた、ＭＩＣＥ・ホテル・エンターテイメント
施設など大規模な建物にかかる固定資産税等や、リゾート施設全体の収益に伴う法人市民
税なども含まれています。

建設着工から完成まで何年を見込むの
か？途中で市長が交替した場合、方針
の変更などはないのか？その場合は投
資が大変ムダになるが、その場合の責
任の所在はどこにあるのか？

工期については、シンガポールの２つのＩＲの事例で見ますと、着工から完成まで３年か
ら４年程度かかっておりますが、具体的な工期については、今後策定する区域整備計画で
お示ししていきます。
ＩＲ整備法においては、事業継続が困難になった場合における措置を、設置自治体と事業
者が結ぶ実施協定で定めることとされています。その中で、事業者と横浜市の責任分担を
明確にしていきます。

カジノ抜きのＩＲという選択肢はない
のでしょうか。

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

大型開発の利益はほとんど海外のオー
ナーに持っていかれる例が多いのです
が、横浜をうるおすという保障はある
のでしょうか。

ＩＲに訪れる観光客数の割合は日本人が多くなることが見込まれる一方、有識者からは、
カジノにおける日本人からの売上は、半分程度となると言われています。
また、ＩＲ整備法では、カジノの収益（ＧＧＲ：かけ額と配当額の差額）の３０％を国と
設置自治体に納付すること。カジノの収益を、先行投資したＩＲ施設の建設費の償還や、
ＭＩＣＥ施設等のＩＲ施設の運営に充てること。
ＩＲ事業者は、長期的にＩＲの魅力を維持し続けていくため、カジノによる収益を再投資
し、ＩＲの事業内容の向上やＩＲ整備計画に関する施策への協力に充てるよう努めなけれ
ばならないこと
を義務づけられており、カジノの収益が国内に還元される仕組みとなっています。

市長は市長選の公約はＩＲについて
「市民の意見を踏まえたうえ
で・・・」と記載されており、「白紙
です」と言ってきました。それが昨夏
突然IRの誘致を表明しましたが、市民
の声を聞きましたか？

これまで、私はＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」
としていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

市長が取るべきは、
１　ＩＲの是非の住民投票をするのか
２　市長を辞任し、ＩＲを掲げて再度
市長選をすることです。それが横浜市
にとっても市長にとっても一番良い方
法です。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

カジノのないＩＲをやったらどうです
か

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

健康保険の適用がギャンブル依存症に
適用されるという検討についてどう思
われますか。ＩＲでそういう人が増え
るのではないのか。

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。しかし、一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障
を及ぼしている方がいらっしゃるのも事実です。
ギャンブル等依存症への健康保険の適用については、横浜市としても国へ要望してきた内
容ですので、実現に至ったことは喜ばしい事と考えております。
日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施されている
とともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある運営が求め
られています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、ギャンブル依存症の方が減少しています。横浜市としても、国や県、関係機関と
連携し、しっかりと依存症対策に取り組んでまいります。

カジノ以外の施設や文化発信の仕方に
具体的な構想と文化を作り上げるとい
う意志の有りかを説明していただきた
い。お金のことしか伝わってこないの
で。

横浜のＩＲでは、これまでにないスケールとクオリティのＭＩＣＥ施設、日本の伝統、文
化、芸術等を生かした魅力的なコンテンツを世界に発信する魅力増進施設、国内各地の魅
力を紹介し、国内各地に旅行者を送り出す送客施設、ラグジュアリーからカジュアルまで
の多彩なホテル群が一体となった日本初のリゾートを目指してまいります。
ＩＲが横浜の新たな顔となり、国内外から多くの来訪者をお迎えし、インバウンド需要を
しっかりと取り込み、観光ＭＩＣＥ都市として確固たる地位を確立いたします。

市長選の時よりどうして意見が変わっ
てしまったのですか？キレイ事を言っ
ても風紀が乱れます。なぜ、IR＝カジ
ノがいるのですか？

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

伊勢佐木町商店街はなぜ中国人・ベト
ナム人・フィリピン人がほとんどで
す。その人達をきびしく取締ってくだ
さい。市民税・県民税は？市民ではな
い？ＩＲより大事では？

現在、横浜市には約150にも及ぶ国や地域の外国人が生活しています。
市では、日本人と外国人が互いの文化を尊重し、暮らしやすく活動しやすいまちづくりを
進めています。
市税の滞納については、日本人・外国人を問わず、しっかりと対応してまいります。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

市民からのパブコメで９割の人がカジ
ノ反対と応えているということです
が、市長選の時「白紙」と言って立候
補したのは、「カジノを横浜にもって
こよう」と言うと当選できないだろう
という思いがあって白紙と言ったので
しょうか。当選してから「実施する」
と今回のように言えば良いと考えてい
たのでしょうか。お答えください。

また、「白紙」から「実施する」と変
えた時期はいつ、何がきっかけでしょ
うか。お答えください。

カジノでの収入を市の財政に組み込む
ことへの罪悪感はないのですか。収益
があるということはそれだけ損をして
いる人が多いということですが、その
ことについてどのようにお考えでしょ
うか、お答えください。

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つとなっています。なお、横浜市では、これまでも宝くじの収益
を財源として活用させていただいています。
また、日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、
パチンコなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこ
れらを利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

カジノ事業者は大きな利益を見込んで
ワイロを渡しているということが、今
問題になっています。このことについ
て市長はどのようにお考えなのでしょ
うか。ご回答を。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
なお、横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公
正・中立に事業を進めていきます。

横浜にカジノはいりません！！「健全
なカジノ事業」の意味がわかりませ
ん。市長はカジノの何が健全と考えて
いるのですか。

ＩＲにおけるカジノ制度と刑法の賭博に関する法制との整合性については、国におけるＩ
Ｒ整備法の検討の際に、「目的の公益性」などの８つの観点をもとに検討されています。
その検討の結果を踏まえ、国が観光先進国を目指す中、2018年７月に成立したＩＲ整備法
により、我が国においては、免許を取得した事業者がＩＲ区域内でカジノを設置・運営す
ることが合法化されています。
日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

これまで、ＩＲを「導入する・しないの判断に至っていない」という意味で「白紙」とし
ていました。
このため、ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を続けて
いくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

ＩＲのカジノについての質問です。
ＩＲの収益の中で面積たった３％のカ
ジノ収益を福祉等、市の財政に！と聞
いていますが、少ない面積（⇒面積は
少なくとも収入は大です（ＩＲの中
で））であっても、カジノのマイナス
面は驚くほど大きな代償になることは
一般市民の私でも分かります。依存症
は世代連鎖もあります。依存症対策を
あげていますが、申し訳ないのです
が、余りにも不十分で楽観的すぎて現
実離れしています。人の不幸の代わり
に福祉や市の発展を得ると市長さんは
認識されていますか？不幸については
依存症本人や家族なら地獄のギャンブ
ルを経験しています。パチンコなど今
までのギャンブルで十分です。新しく
ギャンブルを撤回する意思はあります
か？財政ついては知恵を出し合い小さ
な幸せでよいのでお考えいただくこと
は？ありませんか？

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
また、パチンコなど、カジノ以外の既存のギャンブル等については、ＩＲの導入を契機と
して、平成30年７月にギャンブル等依存症対策基本法が成立し、平成31年４月には同法に
基づく基本計画が国において策定され、国、自治体、事業者等の関係者の役割が明確化さ
れました。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

カジノ負けたお金や使ったお金で市の
財政をうるおわせるという考えではな
く、健全な方法を考えるのが市長、議
員は考える立場ではないか？

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つであり、決してＩＲのみに財源を頼るものではありません。
また、日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、
パチンコなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこ
れらを利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

こんな大事なこと　なぜ市民の声を聞
いて判断しないのか？選挙も住民投票
もやっていない中で進めることは絶対
に許されないのではないか？

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

市長や与党議員は横浜の街を子どもや
孫の代まで安全、安心で住みやすさ、
横浜らしさを壊し、元に戻らないよう
なＩＲを作り、治安悪化や依存症増
加、金貸しや風俗のはびこる街にして
しまうことを良いと思ているのか？新
たな依存症対策（高いレベルの）をす
るぐらいならば、そんなお金を使う必
要はムダと思うが？

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

題…横浜市民は非日常ではなく、日常
の中で生きている光と闇の光だけ話す
のは。
山下ふ頭はカジノ業者にいくらで売却
される予定ですか？

事業者に土地を売却するか賃貸借するかは、まだ、決まっておりませんが、都心臨海部の
貴重な土地であるため、貸付の処分を予定しています。
事業者の公募前に策定する実施方針において、決定していく予定です。。

カジノは入場回数の制限をすることの
ようだが、将来的には、それを無くす
ことができるのか？

ＩＲ整備法では、入場回数等など一定の条件で日本人の入場を認めており、特定地域のＩ
Ｒにおいて、その事業者や地方自治体が日本人の入場制限の内容を変更することは、法制
上できません。

VIP扱いの客は、ホテル・旅館（海外か
らの者も含めて）をカジノ側で負担す
る考えて良いのか。収益を上げるため
には欠かせないと思うが。

カジノに費やした金額等に応じて、カジノ以外での割引サービスが受けられる、コンプに
ついては、カジノ管理委員会規則で今後、定められるる基準に抵触しないようにしなけれ
ばならないとされています。

カジノを解禁するなら、市内で１つだ
けでは良策とは思えない。市内にいく
つか有ってこそ。熱が上がると思う。
増設の計画はあるのか？

ＩＲ整備法では、一つのＩＲ区域にカジノを設置できるのは1か所となっております。現
在、横浜市がＩＲの実現を検討しているのは、山下ふ頭1か所となっております。複数の
ＩＲ区域を整備する考えはありません。

せっかく職員が作った資料なので、ウ
ラで市長がブン投げたりしない方が良
いと思うがどうか？

手が滑ったことは間違いありません。

日本独自のギャンブル（花札、手ホン
ヒキなど）は取り入れるのか？

カジノ施設で行うことのできる、ゲームの種類については、今後カジノ管理委員会で定め
られます。

横浜市ＩＲに事業期間を40年間と仮定
し事業案を募集。長期契約の中で様々
な負の影響が現れても、途中で契約破
棄する莫大な違約金を要求されるな
ど、簡単にやめられないと聞いている
が市長はどう考えているのか？

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。
また、国におけるＩＲの区域整備計画の認定期間は、当初10年、その後５年毎となりま
す。更新の際には、計画通り運営され、効果が出ているかなどが評価され、議会の議決を
経る必要があります。

市長さんはどちらのカジノを視察され
ましたか？ドルトムント（山の中にあ
る）のカジノと、アメリカラスベガス
（広大な砂漠の中にある）ＩＲの両方
を体験した立場で、「これを横浜に
作ってはならない」と直感しました
が、先ずは勉強と考え、2014年から
様々な情報を集めています。そして
今、その直感は正しかったと確信する
に至りました。ＩＲを作れば「160年の
ヨコハマの歴史」と今に連なる「横浜
市民の「生活と営み」と引き換えにす
ることになります。カジノが、飲む・
打つ・●●の３点セットなのは世界の
常識です。IRは客を外に出さないよう
に設計されており、周辺の街が活性化
するというのは甘言でしかありませ
ん。今ある横浜ブランドという財産を
生かす方向で死に物狂いで知恵を出し
合わなければ、日本のどこでも通じる
ヨコハマ、世界に通じるYOKOHAMAは消
滅します！

カジノの視察については、職員を視察に派遣しております。
ＩＲについて平成26年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判断に必要な
検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてまいりました。
2018年7月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
本市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経済
的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてまいりました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
意見をいただいてきました。これらを踏まえ、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来
にわたり成長・発展を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至り
ました。
周辺地域の経済効果については、ＩＲ区域内の、大規模なＭＩＣＥ施設や魅力施設等によ
り、来街者の増加やビジネスの機会が創出され、新たな需要と消費を生み出し、経済効果
を広範囲に及ぼすものと考えています。
また、ＩＲの推進と合わせて、周辺地域の魅力向上に努めるとともに、ＩＲと周辺地域が
連携することで、相乗効果を生み出していきます。
先進事例である、シンガポールでは、２つのＩＲのオープンに伴って、外国人観光消費額
は10年足らずで倍増するなど、周辺地域へのシャワー効果が確認されております。更に、
ＩＲに設置される大規模なＭＩＣＥ施設やホテル、レストランなどの運営には、食材や物
品の供給をはじめ、清掃・警備や施設のメンテナンスなど様々なサービスにおいて人的に
も物的にも、大規模な調達が必要となります。
ＩＲ整備による経済的効果を最大限、地域に還元するため、今後策定する実施方針や区域
整備計画の中で、中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえ、その仕組みを検討します。市内
企業の受注や市民の皆さまの雇用をしっかりと促進していきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

住民投票を行わず、市長選で信を問う
事もないとのことですが、民主的なプ
ロセスを踏むのであれば決定と何かし
ら判断の為の数値が必要かと思いま
す。具体的にどこの数字を見て市民の
合意形成がなされたと判断するので
しょうか？具体的にお答えください。

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えています。

資料の日帰りの割合が、出典が観光庁
のものと横浜市の発表資料とで比較し
ているが、出典は同じでなければ正確
なものとは成り得ない。その意図は？

観光の状況を都市間で比較できるデータは、観光庁が毎年実施している調査しかありませ
んが、この結果は都道府県単位でまとめられており、横浜市のデータが示されていませ
ん。
このため、横浜市が独自で平成21年度から実施している調査の過去５か年の推移を、市民
説明会でお示ししたもので、説明資料にはデータの出典を明記しています。
傾向をつかむための比較としては妥当なものと考えています。

現実離れした税収入計画が下回った
時、市のIR企業への補てんはあるの
か？

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。

なぜ、カジノを含むＩＲなのか。カジ
ノ３％というなら他のＩＲの充実をす
べきでないのか？

ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸施設を
整備・運営する仕組みになっています。
国際競争力の高い大規模なＭＩＣＥ施設については、世界や日本の事例を見ても、国や自
治体が多額の公費等を投入しており、横浜市でも、パシフィコ横浜などに財政支援をして
きました。
横浜市にとって、ＭＩＣＥ施設等の整備・運営において、市の財政負担を最小限にし、民
設民営手法であるＩＲが、最も有効な手法と考えます。

横浜市独自の芸術劇場の計画とＩＲカ
ジノのMICEと競合するのではないか

日本型ＩＲに設置される、国際会議場や展示施設のＭＩＣＥ施設と、横浜市で検討を進め
ているオペラ、バレエを中心とした子どもたちの文化を育む劇場とは、競合するものでは
ないと考えています。

カジノはトバクであり、金を巻き上げ
る悪。横浜の夢は、生産性のないもの
なのか？

ＩＲにおけるカジノ制度と刑法の賭博に関する法制との整合性については、国におけるＩ
Ｒ整備法の検討の際に、「目的の公益性」などの８つの観点をもとに検討されています。
その検討の結果を踏まえ、国が観光先進国を目指す中、20180年７月に成立したＩＲ整備
法により、我が国においては、免許を取得した事業者がＩＲ区域内でカジノを設置・運営
することが合法化されています。
日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

観光消費額は海外から訪日した時の旅
費も入っているのではないか？

資料の横浜市の観光消費額については、横浜市観光動態消費動向調査から出典していま
す。調査では、横浜市での消費金額についてアンケートで、宿泊費、市内交通費、飲食
代、お土産代、買い物代、施設・イベント入場料等を聞いており、海外から日本へ来る際
の旅費は含まれていません。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

カジノでギャンブル依存症になる人が
多ければ多いほど市の財政がうるおう
という目的で、カジノを含むＩＲを計
画していると思いますが、金のためな
ら人を不幸にしてかまわない、不幸に
なる人が多ければ多いほどいいという
横浜市長の考えをカジノ導入されたら
横浜を支えることになる現在の中学生
になんと説明しますか？くわしく話し
てください。

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

財政が苦しいなら、なぜあんな市庁舎
を作ってるのですか？

新市庁舎は、新市庁舎を整備した場合と、整備しないで現市庁舎と民間ビルを借り続ける
費用を比較したうえで判断し、事業に至ったものです。

面積３％でもカジノなしでは成り立た
ないと他の区の説明会で話されたそう
ですね。カジノのマイナス面はどのよ
うなことと考えますか。その対策は？

カジノに起因する懸念事項としては　①ギャンブル等依存症　②青少年への影響等　③マ
ネーローンダリング　④反社会的勢力の関与　⑤地域環境への影響などが考えられます。
日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。また、事業
者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを受けたス
タッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されています。
カジノ行為の青少年への悪影響を防止する観点では、マイナンバーカードにより入退場時
に確認をすることとなっており、20歳未満の者のカジノの入場を禁止しています。また、
20歳未満の者に対してカジノ事業やカジノ施設は勧誘をしてはならないとされており、広
告も海外からの入国手続きエリアに限定されています。
マネーローンダリング対策としては、犯罪収益移転防止規定の策定や、チップ等の譲渡の
禁止、100万円を超える取引の報告義務が規定されています。
反社会的勢力の関与や地域環境への影響については、背面調査の実施による厳格な免許制
や、マイナンバーカードの本人確認により、暴力団員の事業への参入やカジノへの入場を
禁止しています。
横浜市においても、今後策定する実施方針や区域整備計画において、ＩＲエリア内での24
時間体制の警備､明るい施設計画やデザイン等による安全性の確保、周辺地域への防犯カ
メラの設置、県警と連携した取組などの対策をしっかりとお示ししていきます。

住民投票はしないというのはなぜです
か？

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆さまにご理解いただく事が必要と考えております。

カジノに占める割合が３％以内とは、
具体的にはどれ位？　Ex　横浜スタジ
アム何個分？

現時点で、ＩＲの床面積が決定していませんので、ＩＲ区域の床面積の３％の具体的な数
字はお答えできません。今後策定する区域整備計画でお示ししいきます。
参考までに、シンガポールの２つのＩＲのカジノを行う区域の面積は、それぞれ15,000㎡
となっています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

「かけ事はいけないこと」と教育して
いるのに、積極的にかけ事を勧めるの
は、人間の正義としてどうかと思う。
いわゆるかけ事＝「悪」から益を得よ
うとしている事体がいけないと思う。

ＩＲにおけるカジノ制度と刑法の賭博に関する法制との整合性については、国におけるＩ
Ｒ整備法の検討の際に、「目的の公益性」などの８つの観点をもとに検討されています。
その検討の結果を踏まえ、国が観光先進国を目指す中、2018年７月に成立したＩＲ整備法
により、我が国においては、免許を取得した事業者がＩＲ区域内でカジノを設置・運営す
ることが合法化されています。
日本では、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。しかし、一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障
を及ぼしている方がいらっしゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。横浜市としても、国や県、関係機関と連携し、しっかりと依存
症対策に取り組んでいきます。

東京都が隣にあるからこそ、神奈川の
横浜にも人が集まってくると思う。そ
れはすばらしいことだと思う。企業誘
致を頑張ってすごいと思う。市民も多
いならばそれを生かしていく市政にし
ていくというのはどうか？

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つとなっています。
また、東京一極集中の是正も我が国の重要な課題の一つと認識しています。

「ＩＲありき」で話がすすんでいる
が、市民の民意の確認（国民投票）を
することはしないのか？

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆様にご理解いただく事が必要と考えております。

カジノを作らないで（「カジノなし」
なら誘致はよいと思う。）誘致失敗な
らばどのように財政運営をしていくの
か？

引き続き、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んでいきます。
なお、ＩＲ整備法では、カジノの売上により国際会議場や展示場などの観光に寄与する諸
施設を整備・運営する仕組みになっており、制度上カジノは必須となっています。

民間の事業者が国会議員にワイロを
送ってまで成しとげたい（もうけがあ
るから）参入したい。→市と業者が
winwin？？　市民には負（犯ざい、依
存症）がのこる可能性が有。負がある
のなら回避すべきだと思うが。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。今後とも、
ＩＲへのご理解を深めて頂けるよう、市民の皆様に丁寧にご説明を続けていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

「20年先30年先の子供達の世代を見据
えて」考えているならばＩＲは入れて
はいけないと思う。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

シンガポールは成功例ですか？失敗例
はないですか？失敗例は何が原因か教
えて欲しい。

日本型ＩＲは、海外の都市の成功や失敗など先進事例を参考としながら制度設計されてい
ます。
具体的には、ＩＲ整備法では、シンガポールの成功例を踏まえて、カジノ施設とＭＩＣＥ
施設等のＩＲ施設の一体的整備・運営を、韓国のカンウオンランドでギャンブル依存症が
問題になったこと等を踏まえ、カジノだけが先行して開業することができない規定を、ま
た、アトランティックシティのように過当競争に陥り事業者が倒産した事例等を踏まえ、
国内のＩＲの数は３か所を上限とする規定を設けていると認識しています。

適切な国の監視及び管理の下で運営さ
れる健全な事業…と有るが、これから
国会で審議する前に国のカジノ管理委
員（担当副大臣）による不正が起きて
いる。検討を開始する段階でこの様な
問題が起きるのは、カジノ事業の裏面
（不健全さ）が感じられ導入が決定し
ても、実際の運営で健全さが守られて
いくのか心配である

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
なお、横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公
正・中立に事業を進めていきます。

これからの必要な福祉予算を考えると
ＩＲ事業は有益なのかもしれないが、
短絡的にカジノ事業になるのが理解で
きない。ＩＲ事業の主な中核施設の機
能・規模としてMICE施設、魅力増進施
設等が挙げられているが、それを強化
して「横浜市の素晴らしさ」を進めて
行けないのか？カジノ事業の前に横浜
市のシンクタンクで、それらは検討さ
れての結論がカジノ事業なのか？

平成27年９月にとりまとめた「横浜市山下ふ頭開発基本計画」、ハーバーリゾートの形成
では、「観光・ＭＩＣＥを中心とした魅力的な賑わいの創出」、「親水性豊かなウォー
ターフロントの創出」、「環境に配慮したスマートエリアの創出」の３つの視点を掲げて
います。
特に、山下ふ頭の47ヘクタールという大規模な敷地を活かして、基本方針の第一には、横
浜市の「観光ＭＩＣＥ都市」としての地位を盤石にすべく、国内外から多くの人々を呼び
込む大規模コンベンション機能を想定していました。
このような中、平成28年12月にＩＲ推進法、平成30年７月にＩＲ整備法が国で成立し、わ
が国の観光・ＭＩＣＥ戦略に基づく、ＩＲ制度の枠組みが示されました。この国の法制化
の検討の中で、わが国の観光・ＭＩＣＥ戦略を達成できる大規模施設を民設民営で建設す
ることが難しいと検証されています。
これらの事から、市費の負担を最小限にし、山下ふ頭でのハーバーリゾートの形成をス
ピード感を持って達成するためには、国家的なプロジェクトである日本型ＩＲ制度を活用
することが最適であると判断しています。
また、市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆
様の個人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。ＩＲも様々な対応策の一つとなっています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

進出希望企業からの情報提供でその他
の施設については、大規模アリーナ、
マリーナ施設、博物館、劇場などの情
報が提供されたが大規模なテーマパー
クなどの情報は提供されなかった。と
有るがそれならば、横浜市が中心に創
造し進める事は出来ないのか（質問は
重なるが）

ＩＲ区域に整備される施設は、一つの事業者で一体的に整備・運営される、民設民営事業
となっています。個々の施設について、横浜市の要望を示し、協議することはできます
が、横浜市が中心となって整備を進めることはできません。

外国人観光客は日本の魅力について、
日本人でも知らない事柄を良く調査し
来日している。カジノを目的で来日し
て貰うのでは無く、外国人が日本で魅
力を感じる部分を良く調査して、それ
を横浜で展開し、横浜が投資、発展さ
せて来日していただく方向で考えて欲
しい。

横浜市では、令和元年度に訪日外国人旅行者の市内実態調査を実施しており、来訪目的等
について、分析をしています。特に横浜における主目的で、回答率が上位かつ、日本を訪
れた理由よりもやや回答率が高くなっているのは、「街歩き」となっています。
なお、ＩＲはカジノ施設で集客をするのではなく、ＩＲに整備される、ＭＩＣＥ施設や我
が国の伝統、文化等の魅力を発信する施設、世界一流のエンターテイメントなどが鑑賞で
きる魅力増進施設、ラグジュアリーからカジュアルまで多彩なホテル群など、リゾート全
体として、集客を図るものと考えています。

今後、世界的に仮想通貨決済が進んで
ゲーム同様にカジノもネット上で行わ
れる様になることも予想される。莫大
な投資してカジノ施設を作って運営す
る事自体が無意味にならないのではな
いか。

オンラインカジノは、海外で合法化が進み成長していると言われていますが、日本国内で
は、認められていません。
現在、横浜市では、ＩＲについて事業者にヒヤリングを行っていますが、各事業者とも事
業性を見込んでいます。
国が参考にしているシンガポールの事例では、2010年に２つのＩＲが設置されました。Ｉ
Ｒの成功事例と言われており、10年足らずの2019年４月に、延べ床面積の約１.５倍の拡
大計画を発表しています。

少子高齢化、税収の減少に対処するた
めに、ＩＲを誘致してこれに対応する
としているが、一方で国内最大の新劇
場を整備するという。私はクラシック
音楽が好きで、演奏会などにはよく出
掛けているが、この横浜市内には数多
くのホールがあり、これ以上の劇場は
必要ない現状です。新劇場が建設費、
維持管理費で大きな赤字を生むことは
明らか。財政が厳しいからＩＲ導入と
言っておきながら、赤字を生む事業
（無駄遣い）に積極的になっている。
これでは、無駄遣いをするためにIRを
導入するという事ではありませんか。

ＩＲ整備法では、カジノ納付金の相当額を
・観光の振興に関する施策
・地域経済の振興に関する施策
・ＩＲ整備の推進に関する施策
・カジノの設置・運営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策
・社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てることができると
規定されています。
具体的な使途については、今後策定する区域整備計画でお示ししていきます。
新たな劇場については、今後、基本計画の策定や管理・運営に関する調査を行っていく予
定です。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

贈収賄事件（国会議員に多額の金が動
いたため千葉市と北海道は中止した。
こんなＩＲはすぐに中止すべきです。
横浜市民の約８０%反対しています。何
故市民のいやがる事をするのですか。
リコールの前に市長をやめた方が良
い。１０年間にわたり私は支持しまし
た。今は１００％支持しません。顔も
見たくない。紙に書く質問　これが民
主主義ですか。北朝、中国、ロシアと
同じ　いやそれ以下だ。

千葉市がＩＲの誘致の断念をしたのは、国が公表したＩＲの認定申請の期間が千葉市の想
定よりも短く、準備が間に合わないことを理由に挙げられたと、報道を通じて承知してい
ます。北海道は、候補地での調査でオオタカなど希少動物の巣も確認され、環境影響評価
（アセスメント）に３年程度かかると見込むなど、スケジュールが厳しかったことなどか
ら、誘致を延期したと認識しています。
横浜市では、ＩＲについて2014年度から検討調査のための予算を計上し、継続してその判
断に必要な検討を進めるとともに、国の動向の把握に努めてきました。
2018年７月に、ＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法が成立し、国が導入するＩＲ
がどのようなものか、依存症にどのような対応をしていくのか、明らかになってまいりま
した。
横浜市の調査でもＩＲ整備法の成立を踏まえ、事業者から横浜にＩＲを設置した場合の経
済的・社会的効果や、有識者からのご意見も頂いてきました。
また、この間、市民の依存症に対するご心配の声や経済的な効果を期待する声など様々な
ご意見をいただいてきました。
これらを踏まえ、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
なお、今回の説明会は、開催日時が平日の夜間や休日に開催することが多く、お忙しい
中、お集まりいただいた皆様の一人でも多くの方の質問にお答えできるよう、質問書への
回答という方式をとらせていただきました。
また、一部の積極的な方の発言に偏ることが６月の説明会でも見受けられていたため、公
平に多くの方からの意見をいただく趣旨で、質問書の形式としています。

工業都市　及　商業都市（横浜市）な
のに、工業新聞　及　産業新聞が図書
館にありません。私は７年間館長にお
願いしていますが、実現しません。文
化情報レベルを上げることが急務で
す。市民のレベルアップ（新聞を図書
館に）を図ることが実現してから次の
ステップのカジノ賛成します。

横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展を
続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。

１０年市長をすれば　おごり　ふはい
権力はフハイすると昔から言われてい
る。もう若い市長を選びＩＲはいいの
か、反対か市民の意見を聞いて新しい
人とバトンタッチすべきだ　もういい
御苦労様

ＩＲ整備法においては、住民の意見を反映させるために必要な措置として、ＩＲを実施す
る場合は、都道府県等との協議や同意、公聴会の実施、議会の議決など、民意の反映方法
について規定されています。
まずは、現在開催している説明会で、市民の皆さまに御説明させていただき、日本型ＩＲ
とはどのようなものか、皆様にご理解いただく事が必要と考えております。
二元代表制のもと、市民の皆様に選ばれた市会にも丁寧に情報を提供しながら、事業を進
めていきます。

今日の説明会　５人入場したが客席か
ら誰一人拍手する人はいない　本来な
ら催しは拍手があるがないという事は
反対だと言うこと、わかりますか？

カジノすばらしいと言うのは林市長の
み　昨春に市議会選挙あったが、自
民、公明、IR実施すると発言した人は
０　いない　もちろん他の党にも

市の職員受付２０人ムダな税金使うな
→警備員２人もやめろ

説明会に多くの市民の皆さまがお越しになるため、会場での安全で円滑な誘導のため、必
要な人員を配置しています。

今回の説明会は、市長自ら18区にお伺いし、なるべく多くの市民の皆さまのご質問、ご意
見に対応していきたい思い、実施したものです。
横浜の将来の経済基盤の強化に向けて賛成される方、治安や依存症といった懸念事項をご
心配されて反対される方などの様々な方のご意見をいただいています。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

中国人はマカオ、韓国へ　米国人はラ
スベガスへ　横浜へはそんな多く来る
と思うな　横浜市民を不幸にした金で
財政豊かになっても良心が許さない。

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

（白紙）

カジノ依存対策、治安対策は世界最高
水準と書いてありますが、その対策な
どを行う中心的な国会議員の秋元議員
（元副大臣）が贈収賄事件で逮捕され
ました。また、関係している思われる
国会議員が他に何人か出ています。ま
だＩＲが設置されていもいないのに、
中心人物が贈収賄事件です。私は、世
界最高水準など到底信じられません。
世論調査（朝日新聞、本日付）を見て
も、このままＩＲを進める20%に対し
て、凍結する64%です。林市長は、贈収
賄事件をおこしたような議員が取りま
とめた対策が、本当に世界最高水準で
機能するとお考えですか？世論や市民
の声を無視してこのままカジノ設置を
進めるつもりですか。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると考えます。
横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。
世論調査の結果については、市民の皆さまのカジノに対する心配の表れだと考えていま
す。このため、まずは、市民の皆さまに日本型ＩＲや横浜市の考えをご説明したいと考
え、説明会を開催したものです。

カジノは刑法で禁止されている犯罪行
為です。横浜市（国）が特例法により
カジノで金儲けを考えている事を、小
中学生にどう説明しようと考えている
のですか。私は元教員で、生徒達に賭
け事はやってはいけません。自分を滅
ぼし、家族に迷惑をかけますと、教え
てきました。税収を増やすため、カジ
ノで増収を計ることは説明ができませ
ん。横浜市が誘致したＩＲで小中学生
の親や兄弟、知り合いがギャンブル依
存症になったとき、それは自己責任と
説明するのですか。

日本には、公益面から法律で認められている競馬などの公営競技、宝くじやtoto、パチン
コなどの様々なギャンブルや遊戯が存在しています。多くの方々は節度を持ってこれらを
利用されています。
一方で過度な「のめり込み」などによって、社会生活に支障を及ぼしている方がいらっ
しゃるのも事実です。
このため、日本型ＩＲには、厳格な免許制や入場制限など世界最高水準のカジノ規制が施
されているとともに、問題のある利用者への徹底した対応や相談窓口の設置など責任ある
運営が求められています。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めたギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。

７日間で３回も入れば十分依存症に
なっています。それが対策なんて考え
られませんが、市長は、週３回も入っ
ても大丈夫だと考えているのですか。

ＩＲ整備法における、カジノ施設の入場回数が７日間で３回というのは、日本人の平均的
な旅行に数が２泊３日になっていることなどを踏まえたものであり、依存症に対する科学
的なエビデンスはないものの、回数の制限により効果があると考えています。
本人や家族の申告による入場規制等も行われ、まずは入場時に本人確認を行うことが、
ギャンブル等依存症対策等を講じる上で、重要であると考えております。
また、現在のＩＲに設置されるカジノにおいては、事業者による責任ある運営が求めれら
ており、訓練・教育された従業員による問題ある利用者への徹底した対応や相談窓口の設
置が実施されており、横浜市においてもしっかりと事業者に求めていきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

横浜市は広報で、820億～1200億円の増
収効果があると書いてありますが、そ
のためにはＩＲ事業者は１兆円近い収
益が必要です。ＩＲ事業者の利益は何
千億円になるのでしょうか。ＩＲ事業
者はアメリカなどの海外資本が有力視
されています。横浜の増収のために
は、海外に何千億ものお金が流出する
ことは仕方がないと考えますか。

ＩＲに訪れる観光客数の割合は日本人が多くなることが見込まれる一方、有識者からは、
カジノにおける日本人からの売上は、半分程度となると言われています。
また、
・ＩＲ整備法では、カジノの収益（ＧＧＲ：かけ額と配当額の差額）の30％を国と設置自
治体に納付すること
・カジノの収益を、先行投資したＩＲ施設の建設費の償還や、ＭＩＣＥ施設等のＩＲ施設
の運営に充てること
・ＩＲ事業者は、長期的にＩＲの魅力を維持し続けていくため、カジノによる収益を再投
資し、ＩＲの事業内容の向上やＩＲ整備計画に関する施策への協力に充てるよう努めなけ
ればならないこと
が義務づけられており、カジノの収益が国内に還元される仕組みとなっています。

カジノ担当副大臣だった人がすでに逮
捕されています。アンケートでも国民
の多数がカジノ凍結と答えています。
それでも無理やり進めたい理由はなぜ
ですか。

今回の事案につきましては、私どもも報道による内容しか情報がありませんが、収賄が事
実だとすれば、あってはならないことですし、厳正に対処されるべきであると思います。
横浜市では今後、生産年齢人口の減少等による、消費や税収の減少、社会保障費の増加な
ど、経済活力の低下や厳しい財政状況が見込まれています。
そうした状況であっても横浜が都市の活力を維持し、子育て、医療、福祉、教育など市民
の皆様の安全安心を確保することが必要です。
そのような中で、ＩＲによる「観光の振興」、「地域経済の振興」、「財政の改善」な
ど、これまでにない経済的社会的効果が見込まれ、横浜市が抱える諸課題の有効な対応策
になり得ると考えられること。
また、世界最高水準のカジノ規制といわれるＩＲ整備法やギャンブル等依存症対策基本法
など、依存症に関する諸制度も整いつつあり、国・自治体・事業者・関係団体がしっかり
と協力することで、依存症の方を増やさないように取り組む環境が整ったこと。
これらを総合的に勘案し、横浜の20年、30年先を見据え、横浜が将来にわたり成長・発展
を続けていくためには、ＩＲを実現する必要があるという結論に至りました。今後とも、
ＩＲへのご理解を頂けるよう、市民の皆様に丁寧にご説明を続けていきます。

市長は利権に対して潔白と言えます
か？

横浜市は事業者と適正に対応しており、これまで同様、ＩＲの実現に向けて、公正・公平
に進めていきます。

子どもの未来のためにと言うならカジ
ノはやめて医療費助成、中学校給食、
住宅費助成など子どものための施策を
してくれれば横浜に住みたい若い人が
増えると思いますが、市長の考えはい
かがですか？

市税収入の規模は、平成30年度決算で約8,200億円となっており、その約半分を皆様の個
人市民税からいただいています。
しかしながら、個人市民税は、将来的に人口減少により減収の見込みです。
そうした中でも、福祉・子育て、医療、教育などの予算は、絶対に小さくしてはいけない
と考えています。
このため、法人市民税などの増収につながる企業誘致や、中小企業の振興など、様々な施
策に取り組んできました。
ＩＲも様々な対応策の一つとなっています。

依存症対策をきちんとするとのことで
すが、医療関係のため学生時代から多
数の依存症患者をみて来ました。依存
症から回復することはとても厳しいで
す。拡大する社会補償費を使うことを
いとわないのはなぜですか？

日本型ＩＲに設置されるカジノには、ＩＲ整備法に基づき、カジノのゲームに触れる機会
の限定や厳格な入場規制など、世界最高水準といわれる規制が適用されます。
また、事業者からも、海外での経験に基づき、顔認証による入場管理や、トレーニングを
受けたスタッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策が示されていま
す。
日本型ＩＲが参考としているシンガポールでは、ＩＲの設置前から依存症対策に取り組ん
だ結果、既存を含めギャンブル依存症の方が減少しています。
横浜市でもこれらの成功事例を参考に、国、事業者、関係団体などと協力して依存症の方
を増やさないように取組を徹底していきます。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

安全対策に防犯カメラの設置と言って
いますが、犯罪が未然に防げるとは思
えませんが、本気で防げると思ってい
るのですか？
日帰りが多いのは宿泊施設が少ないた
めと聞いています。ＩＲと言いながら
結局カジノですね。

ＩＲ整備法では、背面調査の実施による厳格な免許制や、マイナンバーカードの本人確認
により、暴力団員の事業への参入やカジノへの入場を禁止するなど、治安対策がしっかり
と規定されています。
横浜市においても、ＩＲエリア内での24時間体制の警備､明るい施設計画やデザイン等に
よる安全性の確保、周辺地域への防犯カメラの設置、県警と連携した取組など、治安対策
にしっかりと取り組んでいきます。
具体的な施策については、区域整備計画の策定までにお示ししていきます。
なお、国が参考にしているシンガポールの事例では、2010年に２つのＩＲが設置されまし
たが、カジノの設置の前後において、外国人旅行客は約１.８倍に増加していますが（一
般的には、観光客が増えると犯罪率が増えると言われて言いますが）、人口10万人当たり
の犯罪認知率に大きな変化は見られません。
また、横浜は、外国人観光客が日本を観光する際のゴールデンルートから外れており、外
国人に訴求するコンテンツが少ないことや、ホテル数が少ないことなどが日帰りが多い事
の理由と考えられます。

ＩＲカジノ開発工事などの発注が地元
その他の企業に約束されているそうだ
が、１兆円とはＩＲで得られる見込み
税収の約１０倍ですね。１兆円のバラ
マキができるならＩＲを作る必要はな
いのではないですか？市長お答えくだ
さい。

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため。建設投資は事業者が行います。

週刊プレーボーイで数字のトリックと
横浜市の説明が記事になっています
が、トリックでないなら具体的に記事
と何が違うのか説明してください。顔
認証はお面で認証されてしまいますが
（研究結果あり）それで十分なセキュ
リティなのでしょうか？

ご指摘の観光のデータについてですが、観光庁が実施した全国調査は、無作為抽出した国
民を対象に一年間の旅行内容を調査し、都道府県ごとに結果をまとめたものです。
一方、市の調査は、横浜に来られた観光客に対して、年４回のヒアリング調査の結果をま
とめたものです。
観光庁の調査には、市町村単位のデータがなく、横浜を訪れる全国の観光客の方への全国
調査は困難なため、調査方法は異なっています。
本市では、長期間にわたり継続して調査を実施しており、数値の傾向としては信頼性の高
いものと考えています。
また、顔認証等をはじめとするバイオメトリクス認証の技術は、空港でも導入されるなど
広がりを見せていますが、リスクもありますので、今後、技術開発も進んで行くと考えて
おり、技術の有効性やリスクを十分踏まえて導入を検討していきます。

独立的な組織はどうやって、独立とす
るのですか？具体的にお答え下さい。

事業者の管理監督を行うカジノ管理委員会は、国において令和２年１月に内閣府の外局と
して設置されました。国家公安委員会などと同様に、独立した権限を持つ国家行政組織法
上の「三条委員会」として設置されています。

この会場でわからなかったことは、本
当に説明をやってもらえるのでしょう
か？それではなぜ、当日の受け付けは
ないのでしょうか？

来年度以降についても、実施方針や区域整備方針の作成など、手続きの節目ごとに、市民
の皆様へのご説明等を行っていきます。
また、市民説明会にご参加できない市民の皆様に対しても、ＩＲの実現に向けた本市の考
え方や懸念事項への取組等について、ご理解いただけるよう「広報よこはま」の活用や、
リーフレットの作成、わかりやすい動画の配信などを行っていきます。
なお、説明会に多くの市民の皆さまがいらっしゃることが想定され、また、会場での安全
で円滑な誘導のため、事前申込制とさせていただきました。。



港南区（1月28日）分

質問内容 回答

IR（統合型リゾート）市民説明会会場で提出された質問書に対する回答

当面はともかくとして、将来事業が立
ちゆかなくなった時にはどのように撤
退し、その責任の所在はそうなるので
しょうか。夕張市のような赤字自治体
に転落する恐れや心配はないのでしょ
うか。人口の著しい急減を考えると、
その責任（経営的）は我々市民に荷さ
れることはないのか？若い世代のこと
を考えると心配である。

事業免許が30年と長期間である。米が
ＹＰＰを現在は脱退しているが、復帰
した場合に。業者が赤字となった場合
には市民の税金が補てんとして使用さ
れる可能性はないのか。

諸外国では期間（じかん）の推移と共
にＩＲ（カジノ）のある居住地に居住
する高齢者が利用者となっていく例が
多く、経済的に破綻する者が生じてい
ると聞くので、そうした年金生活の高
齢者対策はどのように今後検討される
予定でしょうか。

依存症対策について。

ＩＲ整備法で、ＩＲ区域は民間事業者による一体として設置・運営されるものとされてい
ます。このため、事業の運営に関しては、事業者が責任を負うものと考えています。
しかし、事業経営には、さまざまなリスクがあるのも事実です。
海外の事例では、事業者が撤退した場合には、施設の譲渡により他の事業者が、経営を継
続することが有力な選択肢とされているほか、ＩＲ整備法においても、事業継続が困難に
なった場合における措置を、設置自治体と事業者が結ぶ実施協定で定めることとされてい
ます。

年金生活者の高齢者に特定して依存症対策を検討してはいませんが、年齢にかかわらず、
カジノ施設の利用者を対象に、カジノのゲームに触れる機会の限定や厳格な入場規制な
ど、ＩＲ整備法に規定される規制のほか、顔認証による入場管理や、トレーニングを受け
たスタッフによる徹底した対応や相談窓口の設置など、様々な対策を検討していきます。


